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規 則

�愛媛県規則第６６号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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附 則

この規則は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県規則第６７号
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則の一部

を改正する規則を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則及び愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則の

一部を改正する規則

（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則の一部改正）

第１条 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則（昭和３６年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（企画振興部各課の所掌事務）

第８条 省略

２～５ 省略

６ スマート行政推進課の所掌事務は、次のとおりとする。この場

合において、第８号及び第９号の事務は、総務事務改革室が所掌

する。

�～� 省略

� 庶務事務システムに関すること。

７ 省略

（企画振興部各課の所掌事務）

第８条 省略

２～５ 省略

６ スマート行政推進課の所掌事務は、次のとおりとする。この場

合において、第８号 の事務は、総務事務改革室が所掌

する。

�～� 省略

７ 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律施行令（昭和３６年政令第１１号。以下

「令」という。）及び医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行規則（昭和３６年厚生省令第１号。

以下「省令」という。）に定めるもののほか、医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法

律第１４５号。以下「法」という。）（医薬品、医薬部外品、医療

機器又は再生医療等製品（治験使用薬物等を含む。）であつて、

専ら動物のために使用されることが目的とされているものに係る

部分を除く。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（許可又は登録の更新申請書の提出期間）

第３条 省令第２３条第１項、第３０条第１項、第３４条の７第１項、第

１１４条の６第１項、第１１４条の１３第１項、第１３７条の６第１項及び

第１８５条第１項の規定による許可又は登録の更新申請書の提出

は、許可又は登録の有効期間満了１箇月前までにするものとす

る。

第１号様式（第４条関係） 配置従事届

（趣旨）

第１条 この規則は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律施行令（昭和３６年政令第１１号。以下

「令」という。）及び医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律施行規則（昭和３６年厚生省令第１号。

以下「省令」という。）に定めるもののほか、医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法

律第１４５号。以下「法」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（許可又は登録の更新申請書の提出期間）

第３条 省令第２３条第１項、第３０条第１項 、第

１１４条の６第１項、第１１４条の１３第１項、第１３７条の６第１項及び

第１８５条第１項の規定による許可又は登録の更新申請書の提出

は、許可又は登録の有効期間満了１箇月前までにするものとす

る。

第１号様式（第４条関係） 配置従事届

省略

届出者

省略

省略

届出者 �

省略

備考１ 用紙の大きさは、官製ハガキ大とすること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。
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（愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則（平成２７年愛媛県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、令和３年８月１日から施行する。

２ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（医療等の用途）

第２条 条例第１３条ただし書の規則で定める用途は、次に掲げる用

途とする。

� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）第６９

条第４項及び第６項の試験の用途

�～� 省略

（医療等の用途）

第２条 条例第１３条ただし書の規則で定める用途は、次に掲げる用

途とする。

� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関

する法律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）第６９

条第４項及び第５項の試験の用途

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律施行細則（昭和３６年愛媛県規則第４４号）第１号様式

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略
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�愛媛県規則第６８号
愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則（令和３年愛媛県規則第１８号）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和３年８月１日から施行する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第１７１号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の基

準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表

のとおりとする。

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第１７１号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の基

準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の表

のとおりとする。

読み替える基準

省令の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

読み替える基準

省令の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略

第２０３条第３項 基準 愛媛県救護施設、更

生施設、授産施設及

び宿所提供施設の設

備及び運営に関する

基準を定め る 条 例

（令和３年愛媛県条

例第４９号）

第２０３条第３項 基準 愛媛県救護施設、更

生施設、授産施設及

び宿所提供施設の設

備及び運営に関する

基準を定め る 条 例

（平成２４年愛媛県条

例第４７号）
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�愛媛県告示第９７４号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第９７６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（小型魚）に関する令和３管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和３年３月愛媛県告示第４２５号）を次のとおり変更し

た。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７５号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定に基づき、次のとおり建設業者の営業の停止を命じた。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９７８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

松山まどんな病
院

松山市喜与町１丁目７－
１

社会医療法人真
泉会

令和６年
７月１９日
まで

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

愛媛県立衛生環境研究所移
転等業務 一式

愛媛県保健福祉部健康
衛生局薬務衛生課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和３年７月２日
日本通運株式会社松山支
店
愛媛県松山市須賀町６番
３３号

２０４，６００，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項の規定による

７月から９月まで １．０トン ３．９トン

１０月から１２月まで １．０トン １．０トン

１月から３月まで １．６トン １．６トン

総計 ６．６トン ６．６トン

知事管理区分 知事管理漁獲可能量
変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ（小型魚）
漁業 ４月から６月まで ３．０トン ０．１トン

許 可 番 号 許 可
年 月 日

商 号 又
は 名 称 代表者氏名 主 た る 営 業 所

の 所 在 地
営業の停
止を命じ
た年月日

停止を命じた営業の範囲
営業の停止
を 命 じ た
期 間

営業の停止を命ずる原因となった事実

（般－２９）
第１６２２４号

平成２９年
１２月１８日

株式会社
アイテッ
ク

出海 純子 伊予郡松前町大字
浜７７３－１

令和３年
７月１９日

土木工事業の営業のうち、
公共工事に係るもの
注 「公共工事」とは、
国、地方公共団体、法
人税法（昭和４０年法律
第３４号）別表第１に掲
げる公共法人（地方公
共団体を除く。）又は
建設業法施行規則（昭
和２４年建設省令第１４号）
第１８条に規定する法人
が発注者である建設工
事をいう。

令和３年７
月３０日から
１１月２６日ま
で
（１２０日間）

株式会社アイテックの元代表取締役
は、松前町が令和元年８月１６日に一般
競争入札を執行した道路改築工事に関
し、町担当職員から予定価格の算出根
拠となる材料単価が市販の書籍に記載
された金額であることや、積算した金
額が予定価格に近接している旨の教示
を受け、同工事を落札させたとして、
公契約関係競売入札妨害の罪により、
令和２年９月１日付けで懲役１年（執
行猶予３年）の判決を受け、同月１６日、
その刑が確定した。
このことは、建設業法第２８条第１項

第３号に該当する。
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�愛媛県告示第９７９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２８）第１４９１２号 平成２９年
１月３０日 �ジャイロ 服藤 四郎 今治市朝倉下甲５４ 令和３年

６月３日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－３０）第１７２０５号 平成３０年
８月１２日 �ヤマト不動産 山下マスミ 西条市三津屋南８－３３ 令和３年

６月９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２８）第７７３７号 平成２８年
７月２４日 �森電気工業所 森 博昭 西条市小松町新屋敷甲３０

－４
令和３年
６月１０日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２８）第１７７３５号 平成２８年
６月１４日

�ＡＳＡＨＩプラント管
工 越智 旭 今治市南鳥生町４－１－

３５
令和３年
６月１１日 管工事業 建設業の廃止

（般－２）第１８５１９号 令和２年
８月２７日 北斗工業� 長谷部晴紀 今治市常盤町６－７－３ 令和３年

６月２９日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１）第１７４０２号 令和元年
１０月２日 幸進建設� 渡部 満徳 今治市菊間町浜１０９８ 令和３年

６月３０日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第９６２８号 平成２９年
１０月１５日 井上建設 井上 清春 八幡浜市保内町宮内１－

１４３－５
令和３年
６月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１）第７０５９号 令和２年
２月２８日 シンツ建工� 村上 �志 宇和島市丸之内５－４－

７
令和３年
６月７日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２）第１７５１０号 令和２年
６月２４日 �共立メンテック 神尾 政克 宇和島市高串３－７２７－

１
令和３年
６月２２日 左官工事業 建設業の廃止

（一部）

（特－２９）第１１６３号 平成２９年
５月２日 �宮元建設 宮元 政司 大洲市新谷乙１９８８－１ 令和３年

６月２８日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

（特－２）第１２２７号 令和２年
１２月１７日 �二宮工務店 二宮 正行 宇和島市桝形３－６－８ 令和３年

６月２９日 解体工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２）第１４６３３号 令和２年
９月２７日 �八正工業 中根 正治 八幡浜市向灘１７２－９ 令和３年

６月３０日
土工工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線

南宇和郡愛南町油袋６６３番地先から

同町油袋６４３番地先まで
旧 ５．０～７．７ ０．１００

南宇和郡愛南町油袋６６３番２から

同町油袋６４３番２まで
新 ８．６～２２．５ ０．１００
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訓 令

�愛媛県訓令第１６号
庁 中 一 般

愛媛県処務細則及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県処務細則及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

（愛媛県処務細則の一部改正）

第１条 愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇等）

第３７条 職員は、次の各号に掲げる休暇を得ようとするとき又は欠

勤をするときは、それぞれ当該各号に掲げる簿冊に所要事項を記

入し、あらかじめ所属長に提出し、又はその承認を受けなければ

ならない。ただし、職員の使用に係る電子計算機（入出力装置を

含む。以下同じ。）と所属長の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用するときは、当該電子

情報処理組織への記録をもつてこれらの簿冊の記入、提出又は承

認に代えることができる。

�～� 省略

２ 省略

（新任者の届書類等）

第４１条 新たに任用された者は、着任後１週間以内に履歴書（様式

第６号） を所属長を経て人事課長に提

出するとともに、住所及び連絡先を人事課長に届け出なければな

らない。

様式第２号（第３７条関係） 年次有給休暇簿

省略

（休暇等）

第３７条 職員は、次の各号に掲げる休暇を得ようとするとき又は欠

勤をするときは、それぞれ当該各号に掲げる簿冊に所要事項を記

入し、あらかじめ所属長に提出し、又はその承認を受けなければ

ならない。

�～� 省略

２ 省略

（新任者の届書類 ）

第４１条 新たに任用された者は、着任後１週間以内に履歴書（様式

第６号）及び住所届（様式第７号）を所属長を経て人事課長に提

出しなければ な

らない。

様式第２号（第３７条関係） 年次有給休暇簿

省略

※

既に受けた

休暇日数

※

期間

※

本人確認

※

請求月日
所属長確認

省略 ※

既に受けた

休暇日数

※

期間

※

本人印

※

請求月日
所属長の印

省略

省略 省略

注１ 省略

２ ※印の欄は、職員が記入する こと。

様式第３号（第３７条関係） 休暇簿（年次有給休暇以外）

省略

注１ 省略

２ ※印の欄は、職員が記入し、又は押印すること。

様式第３号（第３７条関係） 休暇簿（年次有給休暇以外）

省略

※

休暇の

種類

※

既に受け

た休暇の

日数

※

期

間

※

理

由

※

本人

確認

※ 請求

（申出）

月日

承認

の可

否

所属

長承

認

省

略

※

休暇の

種類

※

既に受け

た休暇の

日数

※

期

間

※

理

由

※

本人

印

※ 請求

（申出）

月日

承認

の可

否

所属

長の

印

省

略

省略 省略

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町油袋６６３番２から

同町油袋６４３番２まで
令和３年７月３０日
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様式第７号を削る。

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

省略 省略

備考 １～４ 省略

５ 省略

備考 １～４ 省略

５ 営業本部長、営業副本部長、営業本部マネージャ

ー、営業主幹、すご味係長又はすごモノ係長の職にあ

る者の通勤手当等の決定に関する事務に係るこの表６

の部１８の項の規定の適用については、同表決裁区分の

欄中「課長」とあるのは、「産業政策課長」とする。

６ 省略

７ 秘書広報統括監の職にある者の通勤手当等の決定に

関する事務に係るこの表６の部１８の項の規定の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、

「総合政策課長」とする。

注１ 省略

２ ※印の欄は、職員が記入する こと。

３ 省略

様式第４号（第３７条関係） 欠勤簿

省略

注１ 省略

２ ※印の欄は、職員が記入し、又は押印すること。

３ 省略

様式第４号（第３７条関係） 欠勤簿

省略

※

期 間

※

本人確認

※

申出月日

※

理由
所属長承認

省略 ※

期 間

※

本人印

※

申出月日

※

理由
所属長の印

省略

省略 省略

注１ 省略

２ ※印の欄は、職員が記入する こと。

様式第５号（第４０条関係） 転地療養届

注１ 省略

２ ※印の欄は、職員が記入し、又は押印すること。

様式第５号（第４０条関係） 転地療養届

省略

職氏名

省略

省略

職氏名 �

省略

注 省略

様式第６号（第４１条関係） 履歴書

省略

注 省略

様式第６号（第４１条関係） 履歴書

省略

（ふりがな）

氏 名

省略 （ふりがな）

氏 名
�

省略

省略 省略

省略 省略
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６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

８ 省略

９ 防災安全統括部長の職にある者の通勤手当等の決定

に関する事務に係るこの表６の部１８の項の規定の適用

については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は、「県民生活課長」とする。

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ １２の規定にかかわらず、営業本部長、営業副本部

長、営業本部マネージャー、営業主幹、すご味係長又

はすごモノ係長の職にある者の手当の認定等に関する

事務に係るこの表６の部１６の項、１７の項及び１９の項の

規定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」

とあるのは、「産業政策課長」とする。

１４ １２の規定にかかわらず、秘書広報統括監の職にある

者の手当の認定等に関する事務に係るこの表６の部１６

の項、１７の項及び１９の項の規定の適用については、同

表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、「総合政策課

長」とする。

１５ １２の規定にかかわらず、防災安全統括部長の職にあ

る者の手当の認定等に関する事務に係るこの表６の部

１６の項、１７の項及び１９の項の規定の適用については、

同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、「県民生活

課長」とする。

１６ 省略

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

人

事

課

１～３

省略

人

事

課

１～３

省略

４ 服務

に関す

る事務

１～５ 省略 ４ 服務

に関す

る事務

１～５ 省略

６ 結核療養休暇の許可

� 本庁の部長又はこれに相

当する職以上の職にある者

に係るもの

○

� 本庁の局長又はこれに相

当する職にある者に係るも

の

○

� 本庁の課長又はこれに相

当する職にある者に係るも

の

○

� �、�及び�以外のもの ○

６ 省略 ７ 省略

５～１０

省略

５～１０

省略



愛 媛 県 報令和３年７月３０日 第２２８号

１００７

��������������

附 則

この訓令は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県訓令第１７号
庁 中 一 般

保 健 所

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程及び愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

部

長

局

長

室

長

総

務

事

務

改

革

室

１ 省略 総

務

事

務

改

革

室

１ 省略

２ 手当

の認定

及び決

定に関

する事

務（他

の主管

に属す

るもの

を 除

く。）

１ 扶養手当の認定に関するこ

と。

○

２ 児童手当の認定に関するこ

と。

○

３ 通勤手当及び住居手当の決

定に関すること。

○

４ 単身赴任手当の決定に関す

ること。

○

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

企

画

１～１５

省略

企

画

１～１５

省略
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課 １６ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法 律

（昭和

３５年法

律 第

１４５

号）の

施行に

関する

事務

１ 薬局に関すること。 課 １６ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法 律

（昭和

３５年法

律 第

１４５

号）の

施行に

関する

事務

１ 薬局に関すること。

� 開設の許可並びに地域連携

薬局及び専門医療機関連携薬

局の認定（第４条第１項、第

６条の２第１項、第６条の３

第１項、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律施行令

（昭和３６年政令第１１号。以下

この部において「政令」とい

う。）第２条の２、第２条の

７）

○ � 開設の許可

（第４条第１項

、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律施行令

（昭和３６年政令第１１号。以下

この部において「政令」とい

う。）第１条の４

）

○

� 開設の許可並びに地域連携

薬局及び専門医療機関連携薬

局の認定の更新（第４条第４

項、第６条の２第４項、第６

条の３第５項、政令第２条の

２、第２条の７）

○ � 開設の許可

の更新（第４条第４

項、政令第１条の４

）

○

� 薬局の管理者の薬局以外の

場所で薬事に関する実務に従

事する場合の許可（第７条第

４項ただし書）

○ � 薬局の管理者の薬局以外の

場所で薬事に関する実務に従

事する場合の許可（第７条第

３項ただし書）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 構造設備の改善命令等（第

７２条第４項、第５項）

○ � 構造設備の改善命令等（第

７２条第４項 ）

○

� 業務の体制の整備命令（第

７２条の２第１項、第３項）

○ � 業務の体制の整備命令（第

７２条の２第１項 ）

○

� 法令遵守体制改善の措置命

令（第７２条の２の２）

○

	 省略 � 省略


 省略 	 省略

� 省略 
 省略

� 許可の取消し等（第７５条第

１項、第４項、第５項）

○ � 許可の取消し等（第７５条第

１項 ）

○

 許可又は認定の更新を拒否

する場合の弁明等の機会の付

与（第７６条）

○ � 許可 の更新を拒否

する場合の弁明等の機会の付

与（第７６条）

○

 取扱処方箋数の届出の受理

（政令第２条）

○

� 許可証又は認定証の書換え

交 付（政 令 第２条 の３第１

項、第２条の８第１項）

○ � 許可証 の書換え

交 付（政 令 第１条 の５第１

項 ）

○

� 許可証又は認定証の再交付

（政令第２条の４第１項、第

２条の９第１項）

○ � 許可証 の再交付

（政令第１条の６第１項

）

○

� 許可証又は認定証の返納の

受 理（政 令 第２条 の４第３

項、第２条の５、第２条の９

第３項、第２条の１０）

○ � 許可証 の返納の

受 理（政 令 第１条 の６第３

項、第１条の７

）

○
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� 許可台帳又は認定台帳の備

付け（政令第２条の６、第２

条の１１第１項）

○ � 許可台帳 の備

付け（政令第１条の８

）

○

� 取扱処方箋数の届出の受理

（政令第２条の１３）

○

� 変更の届出の受理（医薬

品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関す

る法律施行規則（昭和３６年厚

生省令第１号）第１６条の３第

１項、第３項）

○

２ 薬局製造販売医薬品に関する

こと。

２ 薬局製造販売医薬品に関する

こと。

� 省略 � 省略

� 製造販売業の許可の更新

（第１２条第４項、政令第４条

第１項）

○ � 製造販売業の許可の更新

（第１２条第２項、政令第４条

第１項）

○

� 製造業の許可（第１３条第１

項、第７項、政令第１１条第１

項）

○ � 製造業の許可（第１３条第１

項、第５項、政令第１１条第１

項）

○

� 製造業の許可の更新（第１３

条第４項、第７項、政令第１１

条第１項）

○ � 製造業の許可の更新（第１３

条第３項、第５項、政令第１１

条第１項）

○

� 省略 � 省略

	 製造販売の承認事項の変更

の承認（第１４条第１５項）

○ 	 製造販売の承認事項の変更

の承認（第１４条第１３項）

○


 製造販売の承認事項の軽微

な変更の届出の受理（第１４条

第１６項）

○ 
 製造販売の承認事項の軽微

な変更の届出の受理（第１４条

第１４項）

○

� 省略 � 省略

� 製造管理者の薬局以外の場

所で薬事に関する実務に従事

する場合の許可（第７条第４

項ただし書、第１７条第８項）

○

 省略 � 省略

� 省略  省略

� 回収の報告の受理（第６８条

の１１）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略
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� 回収の報告の受理（第６８条

の１１）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 	 省略

� 省略 
 省略

３ 店舗販売業（動物用医薬品に

係るものを除く。）に関するこ

と。

３ 店舗販売業（動物用医薬品に

係るものを除く。）に関するこ

と。

�・ 省略 �・ 省略

� 店舗管理者の店舗以外の場

所で薬事に関する実務に従事

する場合の許可（第２８条第４

項ただし書）

○ � 店舗管理者の店舗以外の場

所で薬事に関する実務に従事

する場合の許可（第２８条第３

項ただし書）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 法令遵守体制改善の措置命

令（第７２条の２の２）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

４ 薬事法の一部を改正する法律

（平成１８年法律第６９号。以下こ

の部において「改正法」とい

う。）附則第８条の規定により

引き続き薬種商販売業を営む者

（動物用医薬品に係るものを除

く。）に関すること。

４ 薬事法の一部を改正する法律

（平成１８年法律第６９号。以下こ

の部において「改正法」とい

う。）附則第８条の規定により

引き続き薬種商販売業を営む者

（動物用医薬品に係るものを除

く。）に関すること。

� 省略 � 省略

 店舗管理者の店舗以外の場

所で薬事に関する実務に従事

する場合の許可（第２８条第４

項ただし書、改正法附則第９

条第１項）

○  店舗管理者の店舗以外の場

所で薬事に関する実務に従事

する場合の許可（第２８条第３

項ただし書、改正法附則第９

条第１項）

○

�・� 省略 �・� 省略

� 法令遵守体制改善の措置命

令（第７２条の２の２、改正法

附則第９条第１項）

○
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（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略

５ 省略 ５ 省略

６ 高度管理医療機器等の販売業

又は貸与業（動物用医療機器に

係るものを除く。）に関するこ

と。

６ 高度管理医療機器等の販売業

又は貸与業（動物用医療機器に

係るものを除く。）に関するこ

と。


 省略 
 省略

� 許 可 の 更 新（第３９条 第６

項、政令第４４条）

○ � 許 可 の 更 新（第３９条 第４

項、政令第４４条）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 法令遵守体制改善の措置命

令（第７２条の２の２）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略

 省略 	 省略

７ 管理医療機器の販売業又は貸

与業（動物用医療機器に係るも

のを除く。）に関すること。

７ 管理医療機器の販売業又は貸

与業（動物用医療機器に係るも

のを除く。）に関すること。


～� 省略 
～� 省略

� 法令遵守体制改善の措置命

令（第７２条の２の２）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

８ 報告の徴収及び立入検査等

（動物用医薬品等に係るものを

除く。）（第６９条第１項から第

４項まで、第６項、改正法附則

第９条第１項、第１１条第１項）

○ ８ 報告の徴収及び立入検査等

（動物用医薬品等に係るものを

除く。）（第６９条第１項から第

５項まで 、改正法附則

第９条第１項、第１１条第１項）

○

９ 省略 ９ 省略

１７～２１

省略

１７～２１

省略

備考 省略 備考 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

薬

務

衛

生

課

１ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 配置販売業に関すること。 薬

務

衛

生

課

１ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 配置販売業に関すること。

� 省略 � 省略

� 配置従事者の身分証明書

の交付、書換え交付及び再

交付（第３３条第１項）

○

� 許可証の書換え交付（政

令第４５条第１項）

○

� 許可証の再交付（政令第

４６条第１項）

○

� 省略 � 省略

２ 卸売販売業に関すること。 ２ 卸売販売業に関すること。

� 省略 � 省略

� 許可証の書換え交付（政

令第４５条第１項）

○

� 許可証の再交付（政令第

４６条第１項）

○

� 省略 � 省略

３ 既存配置販売業者に関する

こと。

３ 既存配置販売業者に関する

こと。

� 省略 � 省略

� 配置従事者の身分証明書

の交付、書換え交付及び再

交付（第３３条第１項）

○

� 許可証の書換え交付（旧

政令第４５条第１項）

○

� 許可証の再交付（旧政令

第４６条第１項）

○

� 省略 � 省略

４ 登録販売者に関すること。 ４ 登録販売者に関すること。

� 省略 � 省略

� 試験の合格の通知及び公

示（医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律施行規

則（以下この部において

「省令」と い う。）第１５９

条の６）

○ � 試験の合格の通知及び公

示（医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律施行規

則

第１５９

条の６）

○
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� 販売従事登録証の書換え

交付（省令第１５９条の１１第

１項）

○

� 販売従事登録証の再交付

（省令第１５９条の１２第１

項）

○

５ 再生医療等製品の販売業に

関すること。

５ 再生医療等製品の販売業に

関すること。

� 許可の更新（第４０条の５

第６項、政令第４４条）

○ � 許可の更新（第４０条の５

第４項、政令第４４条）

○

� 許可証の書換え交付（政

令第４５条第１項）

○

� 許可証の再交付（政令第

４６条第１項）

○

� 省略 � 省略

６ 医薬品（体外診断用医薬品

及び薬局製造販売医薬品を除

く。）、医薬部外品及び化粧

品の製造販売業又は製造業に

関すること。

６ 医薬品（体外診断用医薬品

及び薬局製造販売医薬品を除

く。）、医薬部外品及び化粧

品の製造販売業又は製造業に

関すること。

� 製造販売業の許可の更新

（第１２条第４項、政令第４

条第１項）

○ � 製造販売業の許可の更新

（第１２条第２項、政令第４

条第１項）

○

� 製造業の許可の更新（第

１３条第４項、第７項、政令

第１１条第１項）

○ � 製造業の許可の更新（第

１３条第３項、第５項、政令

第１１条第１項）

○

� 保管のみを行う製造所の

登録の更新（第１３条の２の

２第４項、政令第１６条の３

第１項）

○

� 省略 � 省略

� 製造販売業の許可証の書

換え交付（政令第５条第１

項）

○

� 製造販売業の許可証の再

交付（政令第６条第１項）

○

� 省略 � 省略

� 製造業の許可証の書換え

交付（政令第１２条第１項）

○

	 製造業の許可証の再交付

（政令第１３条第１項）

○


 省略 � 省略

� 保管のみを行う製造所の

登録証の書換え交付（政令

第１６条の４第１項）

○

� 保管のみを行う製造所の

登録証の再交付（政令第１６

条の５第１項）

○
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� 保管のみを行う製造所の

登録台帳の備付け（政令第

１６条の７第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 基準確認証の書換え交付

（政令第２６条の４第１項）

○

� 基準確認証の再交付（政

令第２６条の５第１項）

○

� 医薬品等区分適合性調査

台帳の備付け（政令第２６条

の６第１項）

○

	 医薬品等適合性確認台帳

の備付け（政令第３２条の６

第１項）

○


 省略 � 省略

７ 医療機器及び体外診断用医

薬品の製造販売業又は製造業

に関すること。

７ 医療機器及び体外診断用医

薬品の製造販売業又は製造業

に関すること。

� 製造販売業の許可の更新

（第２３条の２第４項、政令

第３７条第１項）

○ � 製造販売業の許可の更新

（第２３条の２第２項、政令

第３７条第１項）

○

・� 省略 ・� 省略

� 製造販売業の許可証の書

換え交付（政令第３７条の２

第１項）

○

� 製造販売業の許可証の再

交付（政令第３７条の３第１

項）

○

� 省略 � 省略

� 製造業の登録証の書換え

交付（政令第３７条の９第１

項）

○

� 製造業の登録証の再交付

（政令第３７条の１０第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

８ 再生医療等製品の製造販売

業に関すること。

８ 再生医療等製品の製造販売

業に関すること。

� 許可の更新（第２３条の２０

第４項、政令第４３条の３第

１項）

○ � 許可の更新（第２３条の２０

第２項、政令第４３条の３第

１項）

○

 許可証の書換え交付（政

令第４３条の４第１項）

○

� 許可証の再交付（政令第

４３条の５第１項）

○

� 省略  省略

� 省略 � 省略
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教育委員会規則

附 則

この訓令は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第６号
愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年７月３０日

９ 省略 ９ 省略

１０ 医療機器の修理業に関する

こと。

１０ 医療機器の修理業に関する

こと。

� 許可の更新（第４０条の２

第４項、政令第３７条の８第

１項、第５５条）

○ � 許可の更新（第４０条の２

第３項、政令第３７条の８第

１項、第５５条）

○

� 省略 � 省略

� 許可証の書換え交付（政

令第３７条の９第１項、第５５

条）

○

� 許可証の再交付（政令第

３７条の１０第１項、第５５条）

○

� 省略 � 省略

２～２７

省略

２～２７

省略

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

畜

産

課

１～２２

省略

畜

産

課

１～２２

省略

２３ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～５ 省略 ２３ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～５ 省略

６ 高度管理医療機器の販売業

又は貸与業の許可の更新（第

３９条第６項、政令第４４条）

○ ６ 高度管理医療機器の販売業

又は貸与業の許可の更新（第

３９条第４項、政令第４４条）

○

７ 再生医療等製品の販売業の

許可の更新（第４０条の５第６

項、政令第４４条）

○ ７ 再生医療等製品の販売業の

許可の更新（第４０条の５第４

項、政令第４４条）

○

８～１０ 省略 ８～１０ 省略

２４～２６

省略

２４～２６

省略
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愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１２号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第７号
技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号。以下「条例」という。）第１１

条第３項本文、第４項、第５項及び第１３条第１項の規定並びに職

員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（昭和２６年愛媛県人

事委員会規則１２―１）に基づき、職員の勤務時間の割振り等に関

し規定することを目的とする。

（勤務時間等）

第３条 条例第１１条第３項本文の規定による職員（次項及び第３項

の規定の適用を受ける職員を除く。）の勤務時間は、午前８時３０

分から午後５時１５分までとし、その間に１時間の休憩時間を置

く。

２ 県立学校に勤務する学校栄養職員及び事務職員（以下「学校栄

養職員等」という。）の勤務時間（第４項に規定する勤務時間を

除く。）については、教育職員の勤務時間の割振り等に関する規

則（昭和４５年愛媛県教育委員会規則第３号。以下「教育職員勤務

時間規則」という。）第２条第１項及び第３条の規定を準用す

る。

３ 省略

４ 条例第１１条第４項の規定による勤務時間の割振り並びに同条第

５項の規定による週休日の設定及び勤務時間の割振りは、職員の

申告を考慮し所属長が定める。

第４条 条例第１１条第４項本文及び第５項の規定により勤務時間を

割り振られる職員に共通する勤務時間は、月曜日から金曜日まで

の午前１０時を始期とする連続する３時間（次項及び第３項に規定

する休憩時間を除く。）とする。

２ 条例第１１条第４項本文及び第５項の規定により勤務時間を割り

振られる職員（次項の適用を受ける職員を除く。）の休憩時間

は、１時間とする。

３ 条例第１１条第４項及び第５項の規定により勤務時間を割り振ら

れる学校栄養職員等の休憩時間については、教育職員勤務時間規

則第３条の規定を準用する。

４ 前３項に定めるもののほか、条例第１１条第４項及び第５項の規

定により申告する職員の勤務時間の割振り等に関し必要な事項

は、教育長が別に定める。

（目的）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号 ）第１１

条第３項 及び第１３条第１項の規定並びに職

員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（昭和２６年愛媛県人

事委員会規則１２―１）に基づき、職員の勤務時間の割振り等に関

し規定することを目的とする。

（勤務時間等）

第３条 職員（次項及び第３項

の規定の適用を受ける職員を除く。）の勤務時間は、午前８時３０

分から午後５時１５分までとし、その間に１時間の休憩時間を置

く。

２ 県立学校に勤務する学校栄養職員及び事務職員（以下「学校栄

養職員等」という。）の勤務時間

については、教育職員の勤務時間の割振り等に関する規

則（昭和４５年愛媛県教育委員会規則第３号

）第２条第１項及び第３条の規定を準用す

る。

３ 省略
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技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休日）

第２条 省略

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日（第１１条第２項又は第３項の規定に基づき毎日曜日を週休

日と定められている職員以外の職員にあつては、当該休日が週

休日に当たるときは、当該休日の直後の勤務日等（第１１条第２

項、第３項、第４項、第８項又は第１２項の規定により勤務時間

が割り振られた日をいう。以下同じ。）（当該勤務日等が次に

掲げる日のいずれかに当たるときは、当該勤務日等の直後の次

に掲げる日でない勤務日等）。ただし、職員の勤務時間の割振

りの事情により、所属長が他の日にすることについて教育委員

会の承認を得たときは、その日）

ア～エ 省略

� 省略

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 省略

２・３ 省略

４ 所属長は、職員（別に定める職員を除く。以下この項において

同じ。）について、始業及び終業の時刻について職員の申告を考

慮して当該職員の勤務時間を割り振ることが公務の運営に支障が

ないと認める場合には、第１項及び第２項の規定にかかわらず、

職員の申告を経て、４週間（４週間では適正に勤務時間の割振り

を行うことができない場合にあつては、１週間、２週間又は３週

間。以下この項及び次項において「単位期間」という。）ごとの

期間につき１週間当たりの勤務時間が第１項に規定する勤務時間

となるように当該職員の勤務時間を割り振ることができる。ただ

し、当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあつては、単

位期間ごとの期間について、当該育児短時間勤務等の内容に従

い、勤務時間を割り振るものとする。

５ 前項の規定による勤務時間の割振りは、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、休日その他別に定める日（以下「休日等」とい

う。）については、７時間４５分（再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の単位期間ごと

の期間における勤務時間を当該期間における第２項の規定によ

る週休日以外の日の日数で除して得た時間。次項及び第９項第

２号において同じ。）とすること。

� 月曜日から金曜日までの午前１０時から午後２時までをこの項

の基準により勤務時間を割り振る職員に共通する勤務時間とす

ること。

� 始業の時刻は午前７時以後に、終業の時刻は午後１０時以前に

設定すること。

６ 再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員に７時間４５分

に満たない勤務時間を割り振ろうとする日に係る第４項の規定に

（休日）

第２条 省略

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日（第１１条第２項又は第３項の規定に基づき毎日曜日を週休

日と定められている職員以外の職員にあつては、当該休日が週

休日に当たるときは、当該休日の直後の勤務日等（第１１条第２

項、第３項又は第４項 の規定により勤務時間

が割り振られた日をいう。以下同じ。）（当該勤務日等が次に

掲げる日のいずれかに当たるときは、当該勤務日等の直後の次

に掲げる日でない勤務日等）。ただし、職員の勤務時間の割振

りの事情により、所属長が他の日にすることについて教育委員

会の承認を得たときは、その日）

ア～エ 省略

� 省略

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 省略

２・３ 省略
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よる勤務時間の割振りについては、別に定めるところにより、前

項第１号本文及び第２号に定める基準によらないことができるも

のとする。

７ 職員の健康及び福祉の確保に必要な場合として別に定める場合

に係る第４項の規定による勤務時間の割振りについては、別に定

めるところにより、第５項第２号に定める基準によらないことが

できるものとする。

８ 所属長は、次に掲げる職員（別に定める職員及び育児短時間勤

務職員等を除く。以下この項において同じ。）について、週休日

並びに始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して、第２

項の規定による週休日に加えて当該職員の週休日を設け、及び当

該職員の勤務時間を割り振ることが公務の運営に支障がないと認

める場合には、第１項及び第２項の規定にかかわらず、職員の申

告を経て、１週間、２週間、３週間又は４週間のうち職員が選択

する期間（次項において「単位期間」という。）ごとの期間につ

き第２項の規定による週休日に加えて当該職員の週休日を設け、

及び当該期間につき１週間当たりの勤務時間が第１項に規定する

勤務時間となるように当該職員の勤務時間を割り振ることができ

る。

� 子（別に定める子に限る。）の養育又は負傷、疾病若しくは

身体上若しくは精神上の障害のため介護を必要とする者で別に

定めるもの（以下「要介護者」という。）の介護をする職員

� 前号に掲げる職員の状況に類する状況にある職員として別に

定めるもの

９ 前項の規定による週休日及び勤務時間の割振りは、次に掲げる

基準に適合するものでなければならない。

� 第２項の規定による週休日に加えて設ける週休日は、単位期

間をその初日から１週間ごとに区分した各期間（単位期間が１

週間である場合にあつては、単位期間）ごとにつき１日を限度

とすること。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、休日等については、７時間４５分とすること。

� 月曜日から金曜日までの午前１０時から午後２時までをこの項

の基準により勤務時間を割り振る職員に共通する勤務時間とす

ること。

� 始業の時刻は午前７時以後に、終業の時刻は午後１０時以前に

設定すること。

１０ 第６項及び第７項の規定は、前項の規定による週休日及び勤務

時間の割振りについて準用する。この場合において、第６項中

「第４項」とあるのは「第８項」と、「前項第１号本文及び第２

号」とあるのは「第９項第２号本文及び第３号」と、第７項中

「第４項」とあるのは「第８項」と、「第５項第２号」とあるの

は「第９項第３号」と読み替えるものとする。

１１ 第５項から第７項まで、第９項及び前項に定めるもののほか、

第４項及び第８項の規定による勤務時間の割振りについては、人

事委員会規則第１１条の４、第１１条の７及び第１１条の１０から第１１条

の１２までの例による。

１２ 所属長は、第２項、第３項又は第８項の規定による週休日にお

いて特に勤務することを命ずる必要がある場合には、第２項、第

３項、第４項又は第８項の規定により勤務時間が割り振られた日

（以下「勤務日」という。）のうち、当該勤務することを命ずる

必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務すること

を命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日までの期間内

４ 所属長は、前２項 の規定による週休日にお

いて特に勤務することを命ずる必要がある場合には、前２項

の規定により勤務時間が割り振られた日

（以下「勤務日」という。）のうち、当該勤務することを命ずる

必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務すること

を命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日までの期間内
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人事委員会規則

附 則

この規則は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７―１２３６
職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務

時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振り、又は

当該期間内にある４時間の勤務時間のみが割り振られている日以

外の勤務日の始業の時刻から連続し、若しくは終業の時刻まで連

続する４時間（以下「４時間の勤務時間」という。）の勤務時間

を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時間の勤務時間を当

該勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることができる。

１３ 省略

１４ 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 省略

２・３ 省略

４ 前３項の規定は、要介護者

を介護する職員について準用する。この場合におい

て、第１項中「３歳に満たない子のある職員」とあるのは「要

介護者

のある職

員」と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護者を介護

する」と、「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を

講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な運営

を妨げる」と、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員（職員の配偶者で当該子の親（勤務時間条例第１２条第２

項において親に含まれるものとされる者を含む。以下同じ。）で

あるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をい

う。以下同じ。）において常態として当該子を養育することがで

きるものとして別に定める者に該当する場合における当該職員を

除く。）」とあるのは「要介護者のある職員」と、「、当該子を

養育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と、「深夜

における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで

の間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員」とあるのは「要介護者のある職員」と、

「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護者を介護する」と

読み替えるものとする。

にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務

時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振り、又は

当該期間内にある４時間の勤務時間のみが割り振られている日以

外の勤務日の始業の時刻から連続し、若しくは終業の時刻まで連

続する４時間（以下「４時間の勤務時間」という。）の勤務時間

を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時間の勤務時間を当

該勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることができる。

５ 省略

６ 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 省略

２・３ 省略

４ 前３項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で別に定めるもの（以下「要介護者」

という。）を介護する職員について準用する。この場合におい

て、第１項中「３歳に満たない子のある職員」とあるのは「負

傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害のため介護を必要とす

る者で別に定めるもの（以下「要介護者」という。）のある職

員」と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護者を介護

する」と、「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を

講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な運営

を妨げる」と、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員（職員の配偶者で当該子の親（勤務時間条例第１２条第２

項において親に含まれるものとされる者を含む。以下同じ。）で

あるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をい

う。以下同じ。）において常態として当該子を養育することがで

きるものとして別に定める者に該当する場合における当該職員を

除く。）」とあるのは「要介護者のある職員」と、「、当該子を

養育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と、「深夜

における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで

の間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員」とあるのは「要介護者のある職員」と、

「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護者を介護する」と

読み替えるものとする。

改 正 後 改 正 前

（超過勤務手当等）

第１３条の２ 省略

２ 省略

（超過勤務手当等）

第１３条の２ 省略

２ 省略
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「 振替後の４週間

の期間における

正規の勤務時間

の合計

交替制等勤務

職員のみ記入

�
�
�
�

�
�
�
�

様式第４号中「４週間の範囲（交替制等勤務職員に限る。）」を「４週間又は単位期間の範囲」に、 を

」

「 振替後の４週間

の期間又は単位

期間における正

規の勤務時間の

合計

に改め、同様式に注として次のように加える。

」

注 「あらかじめ勤務時間を割り振られた４週間又は単位期間の範囲」欄及び「振替後の４週間の期間又は単位期間における正規の勤

務時間の合計」欄は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項ただし書、第４

項又は第５項の規定の適用を受ける職員のみ記入すること。

（期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３ 条例第１４条第３項に規定する人事委員会規則で定める時間は、

週休日の振替等により割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤

務した時間のうち、次に掲げる時間を除く時間とする。

�・� 省略

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の次に掲げ

る期間の正規の勤務時間のうち、当該期間の区分に応じそれぞ

れ次に定める時間を超える時間（前２号に掲げる時間を除

く。）

ア 職員勤務時間等条例第１１条第３項ただし書の規定により勤

務時間の割振りを行う４週間の期間又は職員勤務時間等規則

第１１条第３項第１号の規定により週休日が４日以上となるよ

うにする４週間の期間 １５５時間（週休日の振替等により勤

務した日の属する週に休日等がある場合にあつては、これに

当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた時間）

イ 職員勤務時間等条例第１１条第４項又は第５項の規定により

勤務時間の割振りを行う同条第４項に規定する単位期間 ３８

時間４５分に当該単位期間の週の数を乗じて得た時間（週休日

の振替等により勤務した日の属する週に休日等がある場合に

あつては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加

えた時間）

４・５ 省略

３ 条例第１４条第３項に規定する人事委員会規則で定める時間は、

週休日の振替等により割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤

務した時間のうち、次に掲げる時間を除く時間とする。

�・� 省略

� 週休日の振替等により勤務時間が割り振られた後の職員勤務

時間等条例第１１条第３項ただし書の規定により勤務時間の割振

りを行う４週間の期間又は職員勤務時間等規則第１１条第３項第

１号の規定により週休日が４日以上となるようにする４週間の

期間における正規の勤務時間の合計のうち、１５５時間（週休日

の振替等により勤務した日の属する週に休日等がある場合にあ

つては、これに当該休日等の正規の勤務時間の時間数を加えた

時間）を超える時間（前２号に掲げる時間を除く。）

４・５ 省略

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 省略

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

�～	 省略


 負傷又は疾病（公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務

員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３

項に規定する通勤による負傷若しくは疾病（外国派遣職員の派

遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は同条第２項及び第３項に

規定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的法

人等派遣職員の派遣先団体（公益的法人等派遣条例第２条第３

項第１号に規定する派遣先団体をいう。）の業務上の負傷若し

くは疾病若しくは退職派遣者の在職する特定法人（公益的法人

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 省略

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

�～	 省略


 負傷又は疾病（公務上の負傷若しくは疾病若しくは地方公務

員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３

項に規定する通勤による負傷若しくは疾病（外国派遣職員の派

遣先の業務上の負傷若しくは疾病又は同条第２項及び第３項に

規定する通勤による負傷若しくは疾病を含む。）又は公益的法

人等派遣職員の派遣先団体（公益的法人等派遣条例第２条第３

項第１号に規定する派遣先団体をいう。）の業務上の負傷若し

くは疾病若しくは退職派遣者の在職する特定法人（公益的法人
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（農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２２５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第４条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

等派遣条例第１０条に規定する特定法人をいう。）の業務上の負

傷若しくは疾病若しくはこれらの者の労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤（当該業

務に係る就業の場所を地方公務員災害補償法第２条第２項第１

号及び第２号に規定する勤務場所とみなした場合に同項及び同

条第３項に規定する通勤に該当するものに限る。）による負傷

若しくは疾病を除く。）により勤務しなかつた期間から次に掲

げる事由によつて勤務しなかつた期間（以下「休日等」とい

う。）を除いた日が３０日を超える場合には、その勤務しなかつ

た全期間。ただし、人事委員会の定める期間を除く。

ア・イ 省略

ウ 職員休暇条例第１１条第３項、第５項及び第６項又は教育職

員休暇条例第１１条第２項及び第３項並びに 教育職員の給与

等に関する特別措置条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号。以下

「特別措置条例」という。）第６条第２項及び第７条第１項

の規定による週休日

エ・オ 省略

�～� 省略

等派遣条例第１０条に規定する特定法人をいう。）の業務上の負

傷若しくは疾病若しくはこれらの者の労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤（当該業

務に係る就業の場所を地方公務員災害補償法第２条第２項第１

号及び第２号に規定する勤務場所とみなした場合に同項及び同

条第３項に規定する通勤に該当するものに限る。）による負傷

若しくは疾病を除く。）により勤務しなかつた期間から次に掲

げる事由によつて勤務しなかつた期間（以下「休日等」とい

う。）を除いた日が３０日を超える場合には、その勤務しなかつ

た全期間。ただし、人事委員会の定める期間を除く。

ア・イ 省略

ウ 職員休暇条例第１１条第３項及び第４項 又は教育職

員休暇条例第１１条第２項及び第３項若しくは教育職員の給与

等に関する特別措置条例（昭和４６年愛媛県条例第４２号。以下

「特別措置条例」という。）第６条第２項及び第７条第１項

の規定による週休日

エ・オ 省略

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（支給の要件）

第３条 月の初日から末日までの間において職員の休日、休暇並び

に勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第２条

第１項に規定する休日（同条例第２条の２第１項の規定により代

休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤

務した職員にあつては、当該休日に代わる代休日）及び同条例第

１１条第３項、第５項又は第６項の規定による週休日に該当しない

日（以下「勤務を要する日」という。）のうち、前条各号に掲げ

る事務に従事している日及び公務上の負傷若しくは疾病又は通勤

（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項

及び第３項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病に

よるものとして承認された休暇の事由により勤務をしていない日

の合計が、その月の勤務を要する日の合計の２分の１未満となる

場合には、前条の規定にかかわらず、農林漁業普及指導手当を支

給しない。

（支給の要件）

第３条 月の初日から末日までの間において職員の休日、休暇並び

に勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第２条

第１項に規定する休日（同条例第２条の２第１項の規定により代

休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤

務した職員にあつては、当該休日に代わる代休日）及び同条例第

１１条第３項又は第４項 の規定による週休日に該当しない

日（以下「勤務を要する日」という。）のうち、前条各号に掲げ

る事務に従事している日及び公務上の負傷若しくは疾病又は通勤

（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項

及び第３項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病に

よるものとして承認された休暇の事由により勤務をしていない日

の合計が、その月の勤務を要する日の合計の２分の１未満となる

場合には、前条の規定にかかわらず、農林漁業普及指導手当を支

給しない。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期間 事 由 期間

�～� 省略 �～� 省略
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� 職員が要介護者（条例第１１条第５項第１号に規定

する要介護者をいう。以下同じ。）の介護その他の

人事委員会が定める世話を行う場合であつて、当該

職員が当該世話を行う必要があると認められると

き。

省略 � 職員が要介護者（条例第１２条第４項 に規定

する要介護者をいう。以下同じ。）の介護その他の

人事委員会が定める世話を行う場合であつて、当該

職員が当該世話を行う必要があると認められると

き。

省略

�～� 省略 �～� 省略

２・３ 省略

４ 再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に

対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項の表の規定の適

用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）又は任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）

の１週間の勤務日（条例第１１条第６項に規定する勤務日をい

う。以下同じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日

数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時

間数（以下「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下

「不斉一型短時間勤務職員」という。）にあつては、３８時間４５

分に同条第１項 の規定に基づき定められたその者の勤務

時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その

者の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員

会が定める期間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除

して得た時間をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して

得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数））（その日数が５日を超えるときは、５日）」とす

る。

�・� 省略

（新たに条例の適用を受ける職員の年次休暇の付与）

第１０条 国若しくは他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政

法人若しくは国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第

７条の２第１項に規定する公庫等のうち人事委員会が定めるもの

の職員（地方独立行政法人の職員にあつては、役員（常時勤務に

服することを要しない者を除く。）を含む。）であつた者が人事

交流により引き続き職員となつた場合又は公益的法人等への職員

の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第１２条第１

号に規定する退職派遣者であつた者が公益的法人等への一般職の

地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第１０条

第１項の規定により職員として採用された場合の当該職員の年次

休暇の日数の取扱いについては、第４条の規定にかかわらず、職

員との権衡を考慮して別に定める。

２ 省略

（週休日及び勤務時間の割振りの基準等）

第１１条 省略

第１１条の２ 条例第１１条第４項及び第５項の人事委員会規則で定め

る職員は、警察学校において教養訓練を受ける職員とする。

第１１条の３ 条例第１１条第４項の規定に基づく勤務時間の割振り

は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

２・３ 省略

４ 再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に

対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項の表の規定の適

用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）又は任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）

の１週間の勤務日（条例第１１条第４項に規定する勤務日をい

う。以下同じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日

数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時

間数（以下「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下

「不斉一型短時間勤務職員」という。）にあつては、３８時間４５

分に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務

時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その

者の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員

会が定める期間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除

して得た時間をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して

得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数））（その日数が５日を超えるときは、５日）」とす

る。

�・� 省略

（新たに条例の適用を受ける職員の年次休暇の付与）

第１０条 国若しくは他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政

法人若しくは国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第

７条の２第１項に規定する公庫等のうち人事委員会が定めるもの

の職員（地方独立行政法人の職員にあつては、役員（常時勤務に

服することを要しない者を除く。）を含む。）であつた者が人事

交流により引き続き職員となつた場合又は公益的法人等への職員

の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第１２条第１

項に規定する退職派遣者であつた者が公益的法人等への一般職の

地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第１０条

第１項の規定により職員として採用された場合の当該職員の年次

休暇の日数の取扱いについては、第４条の規定にかかわらず、職

員との権衡を考慮して別に定める。

２ 省略

（週休日及び勤務時間の割振りの基準 ）

第１１条 省略
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と。ただし、休日その他人事委員会が定める日（以下「休日

等」という。）については、７時間４５分（再任用短時間勤務職

員及び任期付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の条例

第１１条第４項に規定する単位期間ごとの期間における勤務時間

を当該期間における同条第３項本文の規定による週休日以外の

日の日数で除して得た時間。次項及び第１１条の６第１項第２号

において同じ。）とすること。

� 月曜日から金曜日までの午前１０時から午後２時までの時間帯

において、休憩時間を除き、任命権者があらかじめ定める連続

する３時間は、この項の基準により勤務時間を割り振る職員に

共通する勤務時間とすること。

� 始業の時刻は午前７時以後に、終業の時刻は午後１０時以前に

設定すること。

２ 再任用短時間勤務職員又は任期付短時間勤務職員に７時間４５分

に満たない勤務時間を割り振ろうとする日に係る条例第１１条第４

項の規定に基づく勤務時間の割振りについては、人事委員会の定

めるところにより、前項第１号本文及び第２号に定める基準によ

らないことができるものとする。

３ 職員の健康及び福祉の確保に必要な場合として人事委員会が定

める場合に係る条例第１１条第４項の規定に基づく勤務時間の割振

りについては、人事委員会の定めるところにより、第１項第２号

に定める基準によらないことができるものとする。

第１１条の４ 条例第１１条第４項の職員の申告（以下この条において

単に「申告」という。）は、前条に定める基準に適合するもので

なければならない。

２ 任命権者は、申告を考慮して勤務時間を割り振るものとする。

この場合において、当該申告どおりの勤務時間の割振りによると

公務の運営に支障が生ずると認める場合には、人事委員会の定め

るところにより勤務時間を割り振ることができるものとする。

３ 任命権者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、前項の

規定により割り振られた勤務時間又はこの項の規定により変更さ

れた後の勤務時間の始業又は終業の時刻を変更することができ

る。

� 職員からあらかじめ前項の規定により割り振られた勤務時間

又はこの項の規定により変更された後の勤務時間の始業又は終

業の時刻について変更の申告があつた場合において、当該申告

どおりに変更するとき。

� 前項の規定による勤務時間の割振り又はこの項の規定による

勤務時間の変更の後に生じた事由により、当該勤務時間の始業

又は終業の時刻によると公務の運営に支障が生ずると認める場

合において、人事委員会の定めるところにより変更するとき。

第１１条の５ 条例第１１条第４項の人事委員会規則で定める期間（以

下「単位期間」という。）は、同項の規定に基づく勤務時間の割

振りにあつては４週間（４週間では適正に勤務時間の割振りを行

うことができない場合として人事委員会が定める場合にあつて

は、人事委員会の定めるところにより、１週間、２週間又は３週

間）とし、同条第５項の規定に基づく週休日及び勤務時間の割振

りにあつては１週間、２週間、３週間又は４週間のうち職員が選

択する期間とする。

第１１条の６ 条例第１１条第５項の規定に基づく週休日及び勤務時間

の割振りは、次に掲げる基準に適合するものでなければならな

い。

� 条例第１１条第３項本文の規定による週休日に加えて設ける週
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休日は、単位期間をその初日から１週間ごとに区分した各期間

（単位期間が１週間である場合にあつては、単位期間）ごとに

つき１日を限度とすること。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、休日等については、７時間４５分とすること。

� 月曜日から金曜日までの午前１０時から午後２時までの時間帯

において、休憩時間を除き、任命権者があらかじめ定める連続

する３時間は、この項の基準により勤務時間を割り振る職員に

共通する勤務時間とすること。

� 始業の時刻は午前７時以後に、終業の時刻は午後１０時以前に

設定すること。

２ 第１１条の３第２項及び第３項の規定は、前項の規定に基づく週

休日及び勤務時間の割振りについて準用する。この場合におい

て、同条第２項及び第３項中「第１１条第４項」とあるのは「第１１

条第５項」と、同条第２項中「前項第１号本文及び第２号」とあ

るのは「第１１条の６第１項第２号本文及び第３号」と、同条第３

項中「第１項第２号」とあるのは「第１１条の６第１項第３号」と

読み替えるものとする。

第１１条の７ 条例第１１条第５項の職員の申告（以下この条において

単に「申告」という。）は、前条に定める基準に適合するもので

なければならない。

２ 任命権者は、申告について、その事由を確認する必要があると

認めるときは、当該申告をした職員に対して、証明書類の提出を

求めることができる。

３ 任命権者は、申告を考慮して前条第１項第１号の基準による週

休日を設け、及び勤務時間を割り振るものとする。この場合にお

いて、任命権者は、できる限り当該週休日及び勤務時間の割振り

が申告どおりとなるように努めるものとし、当該申告どおりに週

休日を設け、及び勤務時間を割り振ると公務の運営に支障が生ず

ると認める場合には、人事委員会の定めるところにより週休日を

設け、及び勤務時間を割り振ることができるものとする。

４ 第１１条の４第３項の規定は、前項の規定に基づき勤務時間を割

り振つた場合について準用する。この場合において、同条第３項

中「前項」とあるのは、「第１１条の７第３項」と読み替えるもの

とする。

第１１条の８ 条例第１１条第５項第１号の人事委員会規則で定める子

は、中学校就学の始期に達するまでの子とし、同号の人事委員会

規則で定めるものは、当該職員の配偶者（婚姻の届出をしていな

いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、２親等

以内の親族及び配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。）の父母の配偶者とする。

第１１条の９ 条例第１１条第５項第２号の人事委員会規則で定めるも

のは、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号）第２条第１号に規定する障害者である職員のうち、同法第３７

条第２項に規定する対象障害者である職員とする。

第１１条の１０ 第１１条の７第３項の規定により週休日を設け、及び勤

務時間を割り振られた職員は、条例第１１条第５項各号に掲げる職

員に該当しないこととなつた場合には、遅滞なく、その旨を任命

権者に届け出なければならない。

２ 第１１条の７第２項の規定は、前項の届出について準用する。

第１１条の１１ 第１１条の７第３項の規定により週休日を設け、及び勤

務時間を割り振られた職員が、単位期間の中途において条例第１１

条第５項各号に掲げる職員に該当しないこととなつた場合におけ
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る当該単位期間の末日までの間の週休日及び勤務時間の割振りに

ついては、引き続き、その該当しないこととなつた直前に当該単

位期間について設けられた週休日及び割り振られた勤務時間によ

ることができるものとする。

（育児短時間勤務職員等についての適用除外）

第１１条の１２ 第１１条の３及び第１１条の４の規定は、育児短時間勤務

職員等には適用しない。

（週休日の振替等）

第１２条 条例第１１条第６項の人事委員会規則で定める期間は、同項

の勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の

日から当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８

週間後の日までの期間とする。

２ 任命権者は、週休日の振替（条例第１１条第６項の規定に基づ

き、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時

間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることを

いう。以下同じ。）又は４時間の勤務時間の割振り変更（同項の

規定に基づき、４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外

の勤務日の勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることを

やめて当該４時間の勤務時間を同項の勤務することを命ずる必要

がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合には、

週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更（以下「週休日

の振替等」という。）を行つた後において、週休日が毎４週間に

つき４日以上となるようにし、かつ、勤務日等が引き続き２４日を

超えないようにしなければならない。

３・４ 省略

（深夜勤務の制限）

第１２条の６ 前条第１項の請求がされた後深夜勤務制限開始日とさ

れた日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 当該請求をした職員の配偶者で当該請求に係る子の親である

ものが、深夜において常態として当該子を養育することができ

るものとして第１２条の４ に規定する者に該当することと

なつたこと。

２ 省略

第１３条 省略

（代休日の指定等の特例）

第１４条 任命権者は、業務若しくは勤務条件の特殊性又は地域的若

しくは季節的事情により、第１条の２の２、第１０条の３、第１１

条、第１１条の３、第１１条の６及び第１２条の規定によるときは、能

率を甚だしく阻害し、又は職員の健康若しくは安全に有害な影響

を及ぼす場合において、これらの規定により難いときは、人事委

員会の承認を得て、代休日の指定、超勤代休時間の指定、週休

日、勤務時間の割振り及び週休日の振替等につき別段の定めをす

ることができる。

（週休日の振替等）

第１２条 条例第１１条第４項の人事委員会規則で定める期間は、同項

の勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の

日から当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８

週間後の日までの期間とする。

２ 任命権者は、週休日の振替（条例第１１条第４項の規定に基づ

き、勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時

間を同項の勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることを

いう。以下同じ。）又は４時間の勤務時間の割振り変更（同項の

規定に基づき、４時間の勤務時間のみが割り振られている日以外

の勤務日の勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることを

やめて当該４時間の勤務時間を同項の勤務することを命ずる必要

がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場合には、

週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更（以下「週休日

の振替等」という。）を行つた後において、週休日が毎４週間に

つき４日以上となるようにし、かつ、勤務日等が引き続き２４日を

超えないようにしなければならない。

３・４ 省略

（深夜勤務の制限）

第１２条の６ 前条第１項の請求がされた後深夜勤務制限開始日とさ

れた日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 当該請求をした職員の配偶者で当該請求に係る子の親である

ものが、深夜において常態として当該子を養育することができ

るものとして第１２条の４第１項に規定する者に該当することと

なつたこと。

２ 省略

第１２条の１２ 条例第１２条第４項の人事委員会規則で定めるものは、

当該職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。）、２親等以内の親族及び配偶者

（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。）の父母の配偶者とする。

第１２条の１３ 省略

第１３条 削除

（代休日の指定等の特例）

第１４条 任命権者は、業務若しくは勤務条件の特殊性又は地域的若

しくは季節的事情により、第１条の２の２、第１０条の３、第１１

条 及び第１２条の規定によるときは、能

率を甚だしく阻害し、又は職員の健康若しくは安全に有害な影響

を及ぼす場合において、これらの規定により難いときは、人事委

員会の承認を得て、代休日の指定、超勤代休時間の指定、週休

日、勤務時間の割振り及び週休日の振替等につき別段の定めをす

ることができる。
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（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第５条 職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―３３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、令和３年８月１日から施行する。

２ この規則施行の際現にある第１条の規定による改正前の職員の給与の支給等に関する規則様式第４号の規定による勤務時間の振替簿の

用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県人事委員会規則７―１２３７
職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の特殊勤務手当等の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛

媛県条例第２号。以下「条例」という。）第２条第５号ア�、第

３条第３号イ、第３条の２第２号、第９条第１項、第１４条第１号

及び第２号、第１５条、第２２条第２号イ並びに第２６条の規定に基づ

き、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（育児短時間勤務における勤務日数及び勤務時間等）

第１１条 条例第１４条第１号の人事委員会規則で定める日数は、１２日

とし、同号の人事委員会規則で定める時間は、１６時間とする。

２ 条例第１４条第２号に規定する育児短時間勤務をしようとする期

間の全てを４週間ごとに区分することができない場合において

は、当該期間をその初日以後４週間ごとに区分した期間及びその

最後に生じる１週間、２週間又は３週間の期間に区分するものと

する。

３ 条例第１４条第２号の人事委員会規則で定める時間は、２時間と

する。

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛

媛県条例第２号。以下「条例」という。）第２条第５号ア�、第

３条第３号イ、第３条の２第２号、第９条第１項、第１４条

、第１５条、第２２条第２号イ及び 第２６条の規定に基づ

き、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（条例第１４条の人事委員会規則で定める日数及び時間）

第１１条 条例第１４条 の人事委員会規則で定める日数は、１２日

とし、同条の人事委員会規則で定める時間は、１６時間とする。

改 正 後 改 正 前

（帳簿の作成）

第２０条 任命権者は、超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿（様式第

２号）、給与減額簿（様式第３号）、勤務時間の振替簿（様式第

４号）及び扶養親族届兼扶養手当認定簿を作成し、必要な事項を

記入し、かつ、これを保管しなければならない。ただし、任命権

者の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職

員の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をも

つてこれらの帳簿 の作成、記入及び保管に

代えることができる。

（帳簿の作成）

第２０条 任命権者は、超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿（様式第

２号）、給与減額簿（様式第３号）、勤務時間の振替簿（様式第

４号）及び扶養親族届兼扶養手当認定簿を作成し、必要な事項を

記入し、かつ、これを保管しなければならない。ただし、任命権

者の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職

員の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をも

つて超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿の作成、記入及び保管に

代えることができる。
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（職員の通勤手当の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 職員の通勤手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（住居手当に関する規則の一部改正）

第４条 住居手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（単身赴任手当に関する規則の一部改正）

第５条 単身赴任手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―７６３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（帳簿の作成）

第３９条 任命権者は、特殊勤務従事簿（様式第１号）、有害ガス発

生業務等従事命令簿（様式第３号）、警察職員特殊勤務従事簿

（様式第６号）、夜間特殊作業従事簿（様式第６号の２）、死体

取扱作業従事簿（様式第６号の３）、緊急業務処理作業従事簿

（様式第６号の４）、術科指導従事命令簿（様式第７号）、漁労

従事簿（様式第８号）、夜間看護業務従事命令簿（様式第９

号）、潜水作業従事命令簿（様式第１４号）、用地交渉等業務従事

簿（様式第１４号の２）、航空業務従事命令簿（様式第１７号）及び

災害応急作業等従事簿（様式第１８号）を作成し、必要な事項を記

入し、かつ、これを保管しなければならない。ただし、任命権者

の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職員

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもつ

て特殊勤務従事簿、有害ガス発生業務等従事命令簿、夜間看護業

務従事命令簿、潜水作業従事命令簿、用地交渉等業務従事簿、航

空業務従事命令簿及び災害応急作業等従事簿の作成、記入及び保

管に代えることができる。

（帳簿の作成）

第３９条 任命権者は、特殊勤務従事簿（様式第１号）、有害ガス発

生業務等従事命令簿（様式第３号）、警察職員特殊勤務従事簿

（様式第６号）、夜間特殊作業従事簿（様式第６号の２）、死体

取扱作業従事簿（様式第６号の３）、緊急業務処理作業従事簿

（様式第６号の４）、術科指導従事命令簿（様式第７号）、漁労

従事簿（様式第８号）、夜間看護業務従事命令簿（様式第９

号）、潜水作業従事命令簿（様式第１４号）、用地交渉等業務従事

簿（様式第１４号の２）、航空業務従事命令簿（様式第１７号）及び

災害応急作業等従事簿（様式第１８号）を作成し、必要な事項を記

入し、かつ、これを保管しなければならない。

改 正 後 改 正 前

（確認及び決定）

第４条 省略

２ 任命権者は、前項の規定により通勤手当の額を決定し、又は改

定したときは、その決定又は改定に係る事項を通勤届兼通勤手当

認定・確認簿に記載するものとする。ただし、任命権者の指定す

る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職員の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもつて通勤届

兼通勤手当認定・確認簿の記載に代えることができる。

（確認及び決定）

第４条 省略

２ 任命権者は、前項の規定により通勤手当の額を決定し、又は改

定したときは、その決定又は改定に係る事項を通勤届兼通勤手当

認定・確認簿に記載するものとする。

改 正 後 改 正 前

（確認及び決定等）

第７条 省略

２ 任命権者は、前項の規定により住居手当の月額を決定し、又は

改定したときは、その決定又は改定に係る事項を住居届兼住居手

当認定・確認簿に記載するものとする。ただし、任命権者の指定

する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職員の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織

を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもつて住居

届兼住居手当認定・確認簿の記載に代えることができる。

（確認及び決定等）

第７条 省略

２ 任命権者は、前項の規定により住居手当の月額を決定し、又は

改定したときは、その決定又は改定に係る事項を住居届兼住居手

当認定・確認簿に記載するものとする。
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公営企業管理規程

（地方公務員法第５８条の規定に基づく職権の行使に関する規則の一部改正）

第６条 地方公務員法第５８条の規定に基づく職権の行使に関する規則（愛媛県人事委員会規則１４―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第８号
愛媛県企業職員就業規程及び愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県企業職員就業規程及び愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程の一部を改正する管理規程

（愛媛県企業職員就業規程の一部改正）

第１条 愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（確認及び決定）

第９条 省略

２ 任命権者は、前項の規定により単身赴任手当の月額を決定し、

又は改定したときは、その決定又は改定に係る事項を単身赴任届

兼単身赴任手当認定簿に記載するものとする。ただし、任命権者

の指定する電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と職員

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織を使用するときは、当該電子情報処理組織への記録をもっ

て単身赴任届兼単身赴任手当認定簿の記載に代えることができ

る。

（確認及び決定）

第９条 省略

２ 任命権者は、前項の規定により単身赴任手当の月額を決定し、

又は改定したときは、その決定又は改定に係る事項を単身赴任届

兼単身赴任手当認定簿に記載するものとする。

改 正 後 改 正 前

（備付帳簿等）

第６条 使用者は、公署に所定の帳簿及び書類又は当該帳簿及び書

類に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よつては認識することができない方式で作られる記録であつて、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を備え

付けなければならない。

（備付帳簿等）

第６条 使用者は、公署に所定の帳簿及び書類

を備え

付けなければならない。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 愛媛県企業職員（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第１５条第１項に規定する企業職員をいい、第４条第６項及び

第１０項並びに第１２条の２を除き、以下「職員」という。）の服務

等に関する事項は、法令又は労働協約に定められたもののほか、

この管理規程の定めるところによる。

（勤務時間）

第４条 省略

２ 省略

３ 所属長は、職員（医療職給料表の適用を受ける職員その他これ

に相当する職員として管理者が定めるものを除く。以下この項に

おいて同じ。）について、始業及び終業の時刻について職員の申

告を考慮して当該職員の勤務時間を割り振ることが公務の運営に

（趣旨）

第１条 愛媛県企業職員（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第１５条第１項に規定する企業職員をいい、

第１２条の２を除き、以下「職員」という。）の服務

等に関する事項は、法令又は労働協約に定められたもののほか、

この管理規程の定めるところによる。

（勤務時間）

第４条 省略

２ 省略
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支障がないと認める場合には、前２項の規定にかかわらず、職員

の申告を経て、４週間（４週間では適正に勤務時間の割振りを行

うことができない場合にあつては、１週間、２週間又は３週間。

以下この項及び次項において「単位期間」という。）ごとの期間

につき１週間当たりの勤務時間が第１項に規定する勤務時間とな

るように当該職員の勤務時間を割り振ることができる。ただし、

当該職員が育児短時間勤務職員等である場合にあつては、単位期

間ごとの期間について、当該育児短時間勤務等の内容に従い、勤

務時間を割り振るものとする。

４ 前項の規定に基づく勤務時間の割振りは、次に掲げる基準に適

合するものでなければならない。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、第１１条第１項に規定する休日その他管理者が定め

る日については、７時間４５分（再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあつては、これらの職員の単位期間ごとの

期間における勤務時間を当該期間における第２項の規定による

週休日以外の日の日数で除して得た時間。第８項第２号におい

て同じ。）とすること。

� 月曜日から金曜日までの午前１０時から午後２時までの時間帯

において、休憩時間を除き、所属長があらかじめ定める連続す

る３時間は、この項の基準により勤務時間を割り振る職員に共

通する勤務時間とすること。

� 始業の時刻は午前７時以後に、終業の時刻は午後１０時以前に

設定すること。

５ 所属長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第３項の

規定により割り振られた勤務時間又はこの項の規定により変更さ

れた後の勤務時間の始業又は終業の時刻を変更することができ

る。

� 職員からあらかじめ第３項の規定により割り振られた勤務時

間又はこの項の規定により変更された後の勤務時間の始業又は

終業の時刻について変更の申告があつた場合において、当該申

告どおりに変更するとき。

� 第３項の規定による勤務時間の割振り又はこの項の規定によ

る勤務時間の変更の後に生じた事由により、当該勤務時間の始

業又は終業の時刻によると公務の運営に支障が生ずると認める

場合において別に定めるところにより変更するとき。

６ 前２項に定めるもののほか、第３項の規定に基づく勤務時間の

割振りについては、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第４項の規定の適用を

受ける職員の例による。

７ 所属長は、次に掲げる職員（医療職給料表の適用を受ける職員

その他これに相当する職員として管理者が定めるもの及び育児短

時間勤務職員等を除く。以下この項において同じ。）について、

週休日並びに始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮し

て、第２項の規定による週休日に加えて当該職員の週休日を設

け、及び当該職員の勤務時間を割り振ることが公務の運営に支障

がないと認める場合には、第１項及び第２項の規定にかかわら

ず、職員の申告を経て、１週間、２週間、３週間又は４週間のう

ち職員が選択する期間（次項において「単位期間」という。）ご

との期間につき第２項の規定による週休日に加えて当該職員の週

休日を設け、及び当該期間につき１週間当たりの勤務時間が第１

項に規定する勤務時間となるように当該職員の勤務時間を割り振

ることができる。
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� 中学校就学の始期に達するまでの子（職員の休日、休暇並び

に勤務時間等に関する条例第８条の２において子に含まれるも

のとされる者を含む。以下同じ。）の養育又は要介護者（負

傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害のため介護を必要と

する配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。）、２親等以内の親族又は配偶者

（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）の父母の配偶者をいう。以下同じ。）の介護

をする職員

� 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号）第２条第１号に規定する障害者である職員のうち、同法第

３７条第２項に規定する対象障害者である職員

８ 前項の規定に基づく週休日及び勤務時間の割振りは、次に掲げ

る基準に適合するものでなければならない。

� 第２項の規定による週休日に加えて設ける週休日は、単位期

間をその初日から１週間ごとに区分した各期間（単位期間が１

週間である場合にあつては、単位期間）ごとにつき１日を限度

とすること。

� 勤務時間は、１日につき４時間以上かつ１２時間以下とするこ

と。ただし、第１１条第１項に規定する休日その他管理者が定め

る日については、７時間４５分とすること。

� 月曜日から金曜日までの午前１０時から午後２時までの時間帯

において、休憩時間を除き、所属長があらかじめ定める連続す

る３時間は、この項の基準により勤務時間を割り振る職員に共

通する勤務時間とすること。

� 始業の時刻は午前７時以後に、終業の時刻は午後１０時以前に

設定すること。

９ 第５項の規定は、第７項の規定に基づき勤務時間を割り振つた

場合について準用する。この場合において、第５項中「第３項」

とあるのは、「第７項」と読み替えるものとする。

１０ 前２項に定めるもののほか、第７項の規定に基づく週休日及び

勤務時間の割振りについては、職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例第１１条第５項の規定の適用を受ける職員の例によ

る。

１１ 所属長は、第２項又は第７項の規定による週休日において特に

勤務することを命ずる必要がある場合には、第２項、第３項又は

第７項の規定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日」

という。）のうち、当該勤務することを命ずる必要がある日を起

算日とする４週間前の日から当該勤務することを命ずる必要があ

る日を起算日とする８週間後の日までの期間内にある勤務日を週

休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務す

ることを命ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある

勤務日の勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることをや

めて当該４時間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必要があ

る日に割り振ることができる。

１２ 前項の規定に基づく週休日の振替（以下「週休日の振替」とい

う。）又は同項の規定に基づく４時間の勤務時間の割振り変更

（以下「４時間の勤務時間の割振り変更」という。）を行う場合

には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更を行つた

後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、

かつ、第２項、第３項、第７項又は前項の規定により勤務時間が

割り振られた日（以下「勤務日等」という。）が引き続き２４日を

超えないようにしなければならない。

３ 所属長は、前項 の規定による週休日において特に

勤務することを命ずる必要がある場合には、同項

の規定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日」

という。）のうち、当該勤務することを命ずる必要がある日を起

算日とする４週間前の日から当該勤務することを命ずる必要があ

る日を起算日とする８週間後の日までの期間内にある勤務日を週

休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を当該勤務す

ることを命ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある

勤務日の勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることをや

めて当該４時間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必要があ

る日に割り振ることができる。

４ 前項の規定に基づく週休日の振替（以下「週休日の振替」とい

う。）又は同項の規定に基づく４時間の勤務時間の割振り変更

（以下「４時間の勤務時間の割振り変更」という。）を行う場合

には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更を行つた

後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、

かつ、前２項 の規定により勤務時間が

割り振られた日（以下「勤務日等」という。）が引き続き２４日を

超えないようにしなければならない。
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（愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１３ 省略

１４ 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第５条の２ 所属長は、３歳に満たない子

のある職員が、当該子を養育するために請求した場合には、当該

請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、正規の勤務時間（第４条に規定する勤

務時間をいう。以下同じ。）外の勤務（災害その他避けることの

できない事由に基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならな

い。

２・３ 省略

４ 前３項（第２項各号を除く。）の規定は、要介護者

を介護する職員について準用する。この場合において、第１

項中「３歳に満たない子

のある職員」と

あるのは「要介護者

のある職員」と、「子を養育する」とあるのは「要介護者

を介護する」と、「当該請求をした職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常

な運営を妨げる」と、第２項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親（職員の休日、休暇

並びに勤務時間等に関する条例第１２条第２項において親に含まれ

るものとされる者を含む。）であるものが、次の各号のいずれに

も該当しない場合における当該職員に限る。）」とあるのは「要

介護者のある職員」と、「子を養育する」とあるのは「要介護者

を介護する」と、「をいう。以下同 じ。」と あ る の は「を い

う。」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員」とあるのは「要介護者のある職員」と、「子を養育する」と

あるのは「要介護者を介護する」と読み替えるものとする。

（休憩時間）

第８条 休憩時間は、午後零時から午後１時までとする。ただし、

第４条第２項ただし書に規定する職員、同条第３項又は第７項の

規定により勤務時間を割り振られた職員及び同条第１４項の規定に

より勤務時間の割振りを変更された職員の休憩時間については、

別に定めるところによる。

５ 省略

６ 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第５条の２ 所属長は、３歳に満たない子（職員の休日、休暇並び

に勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第８条

の２において子に含まれるものとされる者を含む。以下同じ。）

のある職員が、当該子を養育するために請求した場合には、当該

請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、正規の勤務時間（第４条に規定する勤

務時間をいう。以下同じ。）外の勤務（災害その他避けることの

できない事由に基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならな

い。

２・３ 省略

４ 前３項（第２項各号を除く。）の規定は、負傷、疾病又は身体

上若しくは精神上の障害のため介護を必要とする配偶者（婚姻の

届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）、２親等以内の親族又は配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）の父母の配

偶者を介護する職員について準用する。この場合において、第１

項中「３歳に満たない子（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に

関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第８条の２において子

に含まれるものとされる者を含む。以下同じ。）のある職員」と

あるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害のため介

護を必要とする配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。）、２親等以内の親族又は配

偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。）の父母の配偶者（以下「要介護者」とい

う。）のある職員」と、「子を養育する」とあるのは「要介護者

を介護する」と、「当該請求をした職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常

な運営を妨げる」と、第２項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員（職員の配偶者で当該子の親（職員の休日、休暇

並びに勤務時間等に関する条例第１２条第２項において親に含まれ

るものとされる者を含む。）であるものが、次の各号のいずれに

も該当しない場合における当該職員に限る。）」とあるのは「要

介護者のある職員」と、「子を養育する」とあるのは「要介護者

を介護する」と、「をいう。以下同 じ。」と あ る の は「を い

う。」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員」とあるのは「要介護者のある職員」と、「子を養育する」と

あるのは「要介護者を介護する」と読み替えるものとする。

（休憩時間）

第８条 休憩時間は、午後零時から午後１時までとする。ただし、

第４条第２項ただし書に規定する職員及び同条第６項

の規定に

より勤務時間の割振りを変更された職員の休憩時間については、

別に定めるところによる。
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附 則

この管理規程は、令和３年８月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第９号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和３年７月３０日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間）

第３条 省略

２ 省略

３ 就業規程第４条第１１項から第１３項までの規定は、前項の規定に

よる週休日において特に勤務することを命ずる必要がある場合に

ついて準用する。

４ 特殊勤務者に対する就業規程第１１条並びに第１１条の２第１項、

第２項及び第４項の規定の適用については、就業規程第１１条第１

項第１号並びに第１１条の２第１項及び第２項中「勤務日等」とあ

るのは「愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公

営企業管理規程第４号）第３条第２項の規定又は同条第３項にお

いて準用する第４条第１１項の規定により勤務時間が割り振られた

日」と、就業規程第１１条第２項及び第１１条の２第４項中「正規の

勤務時間」とあるのは「愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭

和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）第３条に規定する勤務時

間」とする。

（勤務時間）

第３条 省略

２ 省略

３ 就業規程第４条第３項から第５項までの規定は、前項の規定に

よる週休日において特に勤務することを命ずる必要がある場合に

ついて準用する。

４ 特殊勤務者に対する就業規程第１１条並びに第１１条の２第１項、

第２項及び第４項の規定の適用については、就業規程第１１条第１

項第１号並びに第１１条の２第１項及び第２項中「勤務日等」とあ

るのは「愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭和４６年愛媛県公

営企業管理規程第４号）第３条第２項の規定又は同条第３項にお

いて準用する第４条第３項の規定により勤務時間が割り振られた

日」と、就業規程第１１条第２項及び第１１条の２第４項中「正規の

勤務時間」とあるのは「愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程（昭

和４６年愛媛県公営企業管理規程第４号）第３条に規定する勤務時

間」とする。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備考 名 称 区 分 単位 金 額 備考

診断書

料

普通診断書 １部 ２，５３０円

診断書

料

普通診断書 １部 ２，３００円

死亡診断書 １部 ３，６３０円 死亡診断書 １部 ３，３００円

恩給診断書

１部 ５，６１０円

恩給診断書

１部 ５，１００円
各種年金診断書 各種年金診断書

生命保険診断書 生命保険診断書

特殊診断書 特殊診断書

死体（胎）検案書
病死 １部 ７，１５０円

死体（胎）検案書
病死 １部 ６，５００円

変死 １部 １１，０００円 変死 １部 １０，０００円

文書料

普通証明書

１部 ２，０９０円

省略

文書料

普通証明書

１部 １，９００円

省略

出産証明書 出産証明書

死産証明書 死産証明書

診療費納付証明書 １部 １，６５０円 診療費納付証明書 １部 １，５００円

診療明細書（再発行の場

合に限る。）
１部 ８８０円

診療明細書（再発行の場

合に限る。）
１部 ８００円

自動車損害賠償保障法

（昭和３０年法律第９７号）

に基づく明細書

１部 ４，９５０円

自動車損害賠償保障法

（昭和３０年法律第９７号）

に基づく明細書

１部 ４，５００円
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人間ド

ック

１日間 １回 ４６，２００円 人間ド

ック

１日間 １回 ４２，０００円

２日間（通院） １回 ５３，９００円 ２日間（通院） １回 ４９，０００円

ＰＥＴ

がんド

ック

１回

１０３，４００円

（団体割引、

家族割引、リ

ピート割引又

は紹介状割引

の適用を受け

る場合にあつ

ては、９２，９９０

円）

ＰＥＴ

がんド

ック

１回

９４，０００円

（団体割引、

家族割引、リ

ピート割引又

は紹介状割引

の適用を受け

る場合にあつ

ては、８４，５４０

円）

脳ドッ

ク

愛媛県立

今治病院

及び愛媛

県立南宇

和病院

人間ドックと

併せて受けな

い場合

１回 ３７，５１０円

脳ドッ

ク

愛媛県立

今治病院

及び愛媛

県立南宇

和病院

人間ドックと

併せて受けな

い場合

１回 ３４，１００円

人間ドックと

併せて受ける

場合

１回 ２６，８４０円

人間ドックと

併せて受ける

場合

１回 ２４，４００円

愛媛県立

新居浜病

院

人間ドックと

併せて受けな

い場合

１回 ４０，９２０円
愛媛県立

新居浜病

院

人間ドックと

併せて受けな

い場合

１回 ３７，２００円

人間ドックと

併せて受ける

場合

１回 ２６，８４０円

人間ドックと

併せて受ける

場合

１回 ２４，４００円

骨塩量

検査料

人間ドックと併せて受け

ない場合
１回 ９，６８０円

骨塩量

検査料

人間ドックと併せて受け

ない場合
１回 ８，８００円

人間ドックと併せて受け

る場合
１回 ３，９６０円

人間ドックと併せて受け

る場合
１回 ３，６００円

乳がん

検診料

人間ドックと併せて受け

ない場合
１回 １２，６５０円

乳がん

検診料

人間ドックと併せて受け

ない場合
１回 １１，５００円

人間ドックと併せて受け

る場合
１回 ６，９３０円

人間ドックと併せて受け

る場合
１回 ６，３００円

けい

頚動脈

超音波

検査料

１回 ５，５００円

けい

頚動脈

超音波

検査料

１回 ５，０００円

Ｂ型肝

炎検査

料

１回

検査の委託に

要する額に１００

分の１１０を乗じ

て得た額（１０

円 未 満 切 捨

て）

Ｂ型肝

炎検査

料

１回

検査の委託に

要する額

不妊・

不育症

スクリ

ーニン

グ検査

料

１回

検査の委託に

要する額に１００

分の１１０を乗じ

て得た額（１０

円 未 満 切 捨

て）

不妊・

不育症

スクリ

ーニン

グ検査

料

１回

検査の委託に

要する額

母体血

清マー

カー検

査料

１回

検査の委託に

要する額に１００

分の１１０を乗じ

て得た額（１０

円 未 満 切 捨

て）

母体血

清マー

カー検

査料

１回

検査の委託に

要する額
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羊水等

染色体

検査料

１回

検査の委託に

要する額に１００

分の１１０を乗じ

て得た額（１０

円 未 満 切 捨

て）

羊水等

染色体

検査料

１回

検査の委託に

要する額

省略 省略

人工妊

娠中絶

料

妊娠満１２週未満 １件 ６８，２００円 省略

人工妊

娠中絶

料

妊娠満１２週未満 １件 ６２，０００円 省略

妊娠満１２週以上満１６週未

満
１件 １１４，４００円

妊娠満１２週以上満１６週未

満
１件 １０４，０００円

妊娠満１６週以上満２２週未

満
１件 １１８，８００円

妊娠満１６週以上満２２週未

満
１件 １０８，０００円

避妊器

具挿入

料

１件 ４５，１００円

省略 避妊器

具挿入

料

１件 ４１，０００円

省略

避妊器

具除去

料

１件 １０，３４０円

省略 避妊器

具除去

料

１件 ９，４００円

省略

妊産婦

定期診

察料

助産に係る資産の譲渡等

（消費税法（昭和６３年法

律 第１０８号）別 表 第１第

８号に規定するものをい

う。以下同じ。）に該当

するものに係るもの

１回 ４，９００円
妊産婦

定期診

察料

１回 ４，９００円

上記以外のもの １回 ５，３９０円

乳児定

期診察

料

助産に係る資産の譲渡等

に該当するものに係るも

の

１回 ５，２００円
乳児定

期診察

料

１回 ５，２００円

上記以外のもの １回 ５，７２０円

乳幼児

定期診

察料

助産に係る資産の譲渡等

に該当するものに係るも

の

１回 ６，０００円
乳幼児

定期診

察料

１回 ６，０００円

上記以外のもの １回 ６，６００円

省略 省略

新生児

介補料

助産に係る資産の譲渡等

に該当するものに係るも

の

１日 ７，９００円 新生児

介補料
１日 ７，９００円

上記以外のもの １日 ８，６９０円

衣服等

貸与料

助産に係る資

産の譲渡等に

該当するもの

に係るもの

おむつ等 １日 ２８０円

衣服等

貸与料

おむつ等 １日 ２８０円

肌着 １日 １１０円

肌着 １日 １１０円

上記以外のも

の

おむつ等 １日 ３００円

肌着 １日 １２０円

薬剤料、注射

料及び初診料

又は再診料の

合計金額に相

当する額に１００

薬剤料、注射

料及び初診料

又は再診料の

合計金額に相

当する額に
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予防接

種料

１回 分の１１０を乗じ

て得た額（１０

円 未 満 切 捨

て）に、特別

初診料に相当

する額を加算

した額

予防接

種料

１回

、特別

初診料に相当

する額を加算

した額

乳房マ

ッサー

ジ料

１回 ２，６４０円

乳房マ

ッサー

ジ料

１回 ２，４００円

施術料

初検料 １回 ３，１９０円

施術料

初検料 １回 ２，９００円

１術（はり又はきゆうを

施術した場合）
１回 ３，９６０円

１術（はり又はきゆうを

施術した場合）
１回 ３，６００円

２術（はり及びきゆうを

施術した場合）
１回 ４，５１０円

２術（はり及びきゆうを

施術した場合）
１回 ４，１００円

施きゆ

う指導

料

１回 １，２１０円

施きゆ

う指導

料

１回 １，１００円

人工授

精料
１回 ９，０２０円

人工授

精料
１回 ８，２００円

巻 爪

（陥入

爪）矯

正料

初診 １回 ５，３６０円 巻 爪

（陥入

爪）矯

正料

初診 １回 ４，８８０円

再診 １回 ３，０１０円 再診 １回 ２，７４０円

薬価基

準未収

載薬剤

料

１件

薬剤の購入に

要した額に１００

分の１１０を乗じ

て得た額（１０

円 未 満 切 捨

て）

薬価基

準未収

載薬剤

料

１件

薬剤の購入に

要した額

死後処

置料
１回 ４，４００円

死後処

置料
１回 ４，０００円

エック

ス線フ

イルム

複製料

半切 １枚 ７１０円

エック

ス線フ

イルム

複製料

半切 １枚 ６５０円

大角 １枚 ５７０円 大角 １枚 ５２０円

大四ツ切 １枚 ４７０円 大四ツ切 １枚 ４３０円

四ツ切 １枚 ３１０円 四ツ切 １枚 ２９０円

六ツ切 １枚 ２７０円 六ツ切 １枚 ２５０円

光ディスク １枚 １，１００円 光ディスク １枚 １，０００円

省略 省略

愛媛県立中

央病院

助産に係る

資産の譲渡

等に該当す

るものに係

るもの

１回 ５，０００円

愛媛県立中央病院 １回 ５，０００円

上記以外の

もの
１回 ５，５００円

特別初

診料

愛媛県立今

治病院

助産に係る

資産の譲渡

等に該当す

るものに係

るもの

１回 １，５００円 特別初

診料 愛媛県立今治病院 １回 １，５００円
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上記以外の

もの
１回 １，６５０円

愛媛県立新

居浜病院

助産に係る

資産の譲渡

等に該当す

るものに係

るもの

１回 ７５０円

愛媛県立新居浜病院 １回 ７５０円

上記以外の

もの
１回 ８２０円

特別再

診料

愛媛県立中

央病院

助産に係る

資産の譲渡

等に該当す

るものに係

るもの

１回 ２，５００円
特別再

診料
愛媛県立中央病院 １回 ２，５００円

上記以外の

もの
１回 ２，７５０円

セカン

ドオピ

ニオン

外来料

１回 ５，９４０円

セカン

ドオピ

ニオン

外来料

１回 ５，４００円

面談料 １回 ５，５００円 面談料 １回 ５，０００円

長期入

院料

保険外併用療養費に係る

厚生労働大臣が定める医

薬品等（平成１８年９月厚

生労働省告示第４９８号。

以 下「告 示 第４９８号」と

いう。）第９号に規定す

る者以外の者が入院した

場合

１日

告示第４９８号第

１０号に規定す

る点数に１００分

の１５を乗じて

得た点数（１

点未満の端数

が あ る と き

は、その端数

を四捨五入し

て得た点数）

に１点につき

１０円を乗じて

得た額に１００分

の１１０を乗じて

得た額（１０円

未満切捨て）

長期入

院料

保険外併用療養費に係る

厚生労働大臣が定める医

薬品等（平成１８年９月厚

生労働省告示第４９８号。

以 下「告 示 第４９８号」と

いう。）第９号に規定す

る者以外の者が入院した

場合

１日

告示第４９８号第

１０号に規定す

る点数に１００分

の１５を乗じて

得た点数（１

点未満の端数

が あ る と き

は、その端数

を四捨五入し

て得た点数）

に１点につき

１０円を乗じて

得た額

省略 省略

病衣提

供料
１回 １，７６０円

病衣提

供料
１回 １，６００円

診療カ

ード再

発行料

１枚 １１０円

診療カ

ード再

発行料

１枚 １００円

食事提

供料

入院中の患者以外の患者

及び入院中の患者の付添

人に対して、人工透析実

施時間中等に食事を提供

した場合

１食 ６６０円
食事提

供料

入院中の患者以外の患者

及び入院中の患者の付添

人に対して、人工透析実

施時間中等に食事を提供

した場合

１食 ６００円

省略 省略
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注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

別表第２（第２条関係）

注１ 消費税及び地方消費税が課税される場合にあつては、こ

の表金額の欄の規定にかかわらず、同欄に規定する額に

１００分の１１０を乗じて得た額（１０円未満切捨て）を同欄に規

定する額とする。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

別表第２（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 名 称 区 分 単位 金 額

歯科

保存

に係

る料

金

鋳造歯

冠修復

料

白金加金 大臼歯 １個 ３５，０７０円 歯科

保存

に係

る料

金

鋳造歯

冠修復

料

白金加金 大臼歯 １個 ３１，８９０円

前歯及び小臼歯 １個 ３３，９１０円 前歯及び小臼歯 １個 ３０，８３０円

金合金 大臼歯 １個 ３４，４４０円 金合金 大臼歯 １個 ３１，３１０円

前歯及び小臼歯 １個 ３３，４８０円 前歯及び小臼歯 １個 ３０，４４０円

チタン 前歯、小臼歯及

び大臼歯

１個 ３２，２６０円 チタン 前歯、小臼歯及

び大臼歯

１個 ２９，３３０円

ポーセレンインレー １個 ３２，２４０円 ポーセレンインレー １個 ２９，３１０円

隣接面加算料 １面 １０，７８０円 隣接面加算料 １面 ９，８００円
こう

咬頭被覆料 １歯 １２，５９０円
こう

咬頭被覆料 １歯 １１，４５０円

歯科
てつ

補綴

に係

る料

金

支台築

造料

白金加金 １歯 １７，４１０円 歯科
てつ

補綴

に係

る料

金

支台築

造料

白金加金 １歯 １５，８３０円

金合金 １歯 １６，９７０円 金合金 １歯 １５，４３０円

金パラ銀合金 １歯 １５，６７０円 金パラ銀合金 １歯 １４，２５０円

チタン １歯 １５，１５０円 チタン １歯 １３，７８０円

仮義歯

料

全部床 １床 １１３，０２０円 仮義歯

料

全部床 １床 １０２，７５０円

９歯～１４歯欠損床 １床 ９７，１００円 ９歯～１４歯欠損床 １床 ８８，２８０円

１歯～８歯欠損床 １床 ８１，４６０円 １歯～８歯欠損床 １床 ７４，０６０円

アタッ

チメン

ト・テ

レスコ

ープ設

計料

１装置 ５９，３４０円 アタッ

チメン

ト・テ

レスコ

ープ設

計料

１装置 ５３，９５０円

金属ア

レルギ

ー検査

料

１試料 ３，３９０円 金属ア

レルギ

ー検査

料

１試料 ３，０９０円

ろう着

料

白金加金 １箇所 ７，９６０円 ろう着

料

白金加金 １箇所 ７，２４０円

金合金 １箇所 ７，８７０円 金合金 １箇所 ７，１６０円

陶材焼付け用合金 １箇所 ９，６９０円 陶材焼付け用合金 １箇所 ８，８１０円

アタッチメント １箇所 １１，２２０円 アタッチメント １箇所 １０，２００円

根面キ

ャップ

料

白金加金 １歯 １８，８２０円 根面キ

ャップ

料

白金加金 １歯 １７，１１０円

金合金 １歯 １７，９５０円 金合金 １歯 １６，３２０円

チタン １歯 １４，８７０円 チタン １歯 １３，５２０円



愛 媛 県 報令和３年７月３０日 第２２８号

１０３８

隙料 白金加金 １個 １６，１８０円 隙料 白金加金 １個 １４，７１０円

金合金 １個 １５，９６０円 金合金 １個 １４，５１０円

チタン １個 １５，５６０円 チタン １個 １４，１５０円

全部鋳

造冠料

白金加金 １歯 ６５，７１０円 全部鋳

造冠料

白金加金 １歯 ５９，７４０円

金合金 １歯 ６５，７９０円 金合金 １歯 ５９，８１０円

チタン １歯 ６１，０３０円 チタン １歯 ５５，４９０円

前装冠

料

レジン前

装冠

白金加金 １歯 ７２，８４０円 前装冠

料

レジン前

装冠

白金加金 １歯 ６６，２２０円

金合金 １歯 ７１，９７０円 金合金 １歯 ６５，４３０円

チタン １歯 ６８，３５０円 チタン １歯 ６２，１４０円

陶歯前装

冠

白金加金 １歯 ７９，０４０円 陶歯前装

冠

白金加金 １歯 ７１，８６０円

金合金 １歯 ７８，１８０円 金合金 １歯 ７１，０８０円

陶材焼付け冠 １歯 ８１，７１０円 陶材焼付け冠 １歯 ７４，２９０円

チタン １歯 ７４，２９０円 チタン １歯 ６７，５４０円

陶材焼付け用チ

タン

１歯 ７４，９６０円 陶材焼付け用チ

タン

１歯 ６８，１５０円

歯冠継

続歯料

レジン前

装金属裏

装

白金加金 １歯 ７６，３２０円 歯冠継

続歯料

レジン前

装金属裏

装

白金加金 １歯 ６９，３９０円

金合金 １歯 ７５，４６０円 金合金 １歯 ６８，６００円

チタン １歯 ７２，１１０円 チタン １歯 ６５，５６０円

陶歯前装

金属裏装

白金加金 １歯 ７９，２１０円 陶歯前装

金属裏装

白金加金 １歯 ７２，０１０円

金合金 １歯 ７８，３５０円 金合金 １歯 ７１，２３０円

チタン １歯 ７４，７４０円 チタン １歯 ６７，９５０円

全部レジ

ン冠

白金加金 １歯 ７６，６７０円 全部レジ

ン冠

白金加金 １歯 ６９，７００円

金合金 １歯 ７５，８１０円 金合金 １歯 ６８，９２０円

チタン １歯 ７２，２４０円 チタン １歯 ６５，６８０円

全部陶歯

冠

白金加金 １歯 ７８，９８０円 全部陶歯

冠

白金加金 １歯 ７１，８００円

金合金 １歯 ７８，１１０円 金合金 １歯 ７１，０１０円

チタン １歯 ７４，１７０円 チタン １歯 ６７，４３０円

全部被覆

冠

ジャケ

ット冠

陶材 １歯 ８３，６６０円 全部被覆

冠

ジャケ

ット冠

陶材 １歯 ７６，０６０円

橋体料 前歯部 レジン

前装金

属裏装

白金加

金

１歯 ６９，３５０円 橋体料 前歯部 レジン

前装金

属裏装

白金加

金

１歯 ６３，０５０円

金合金 １歯 ６８，４９０円 金合金 １歯 ６２，２７０円

チタン １歯 ６４，７３０円 チタン １歯 ５８，８５０円

陶歯前

装金属

裏装

白金加

金

１歯 ７８，９８０円 陶歯前

装金属

裏装

白金加

金

１歯 ７１，８００円

金合金 １歯 ７８，１１０円 金合金 １歯 ７１，０１０円

陶材焼

付け用

合金

１歯 ８０，１３０円 陶材焼

付け用

合金

１歯 ７２，８５０円

チタン １歯 ７４，５１０円 チタン １歯 ６７，７４０円

陶材焼

付け用

チタン

１歯 ７４，６４０円 陶材焼

付け用

チタン

１歯 ６７，８６０円

臼歯部 金属 白金加

金

１歯 ６４，３２０円 臼歯部 金属 白金加

金

１歯 ５８，４８０円

金合金 １歯 ６３，４５０円 金合金 １歯 ５７，６９０円
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チタン １歯 ５９，５９０円 チタン １歯 ５４，１８０円

陶歯・

陶材

白金加

金

１歯 ７８，８１０円 陶歯・

陶材

白金加

金

１歯 ７１，６５０円

金合金 １歯 ７７，９５０円 金合金 １歯 ７０，８７０円

陶材焼

付け用

合金

１歯 ８３，５８０円 陶材焼

付け用

合金

１歯 ７５，９９０円

チタン １歯 ７３，９８０円 チタン １歯 ６７，２６０円

陶材焼

付け用

チタン

１歯 ７７，３５０円 陶材焼

付け用

チタン

１歯 ７０，３２０円

有床義

歯料

金属床義

歯（バー

及び維持

装置を含

む。）

１２歯～

１４歯欠

損床

白金加

金

１床 ３３６，９７０円 有床義

歯料

金属床義

歯（バー

及び維持

装置を含

む。）

１２歯～

１４歯欠

損床

白金加

金

１床 ３０６，３４０円

金合金 １床 ３２２，３９０円 金合金 １床 ２９３，０９０円

特殊合

金

１床 ２０９，５９０円 特殊合

金

１床 １９０，５４０円

チタン

合金

１床 ３０１，１３０円 チタン

合金

１床 ２７３，７６０円

９歯～

１１歯欠

損床

白金加

金

１床 ２８７，４００円 ９歯～

１１歯欠

損床

白金加

金

１床 ２６１，２８０円

金合金 １床 ２７２，１８０円 金合金 １床 ２４７，４４０円

特殊合

金

１床 １９８，２２０円 特殊合

金

１床 １８０，２００円

チタン

合金

１床 ２５０，９１０円 チタン

合金

１床 ２２８，１００円

５歯～

８歯欠

損床

白金加

金

１床 ２３９，３２０円 ５歯～

８歯欠

損床

白金加

金

１床 ２１７，５７０円

金合金 １床 ２２４，１００円 金合金 １床 ２０３，７３０円

特殊合

金

１床 １８７，０９０円 特殊合

金

１床 １７０，０９０円

チタン

合金

１床 ２１６，０５０円 チタン

合金

１床 １９６，４１０円

１歯～

４歯欠

損床

白金加

金

１床 １９０，５２０円 １歯～

４歯欠

損床

白金加

金

１床 １７３，２００円

金合金 １床 １７５，６１０円 金合金 １床 １５９，６５０円

特殊合

金

１床 １６８，８９０円 特殊合

金

１床 １５３，５４０円

チタン

合金

１床 １６７，０９０円 チタン

合金

１床 １５１，９００円

特殊義

歯 料

（バー

及び維

持装置

を 含

む。）

全部床 １顎 １８７，８６０円 特殊義

歯 料

（バー

及び維

持装置

を 含

む。）

全部床 １顎 １７０，７９０円

９歯～１４歯欠損床 １床 １５１，４２０円 ９歯～１４歯欠損床 １床 １３７，６６０円

１歯～８歯欠損床 １床 １３３，４３０円 １歯～８歯欠損床 １床 １２１，３００円
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軟質裏

装材に

よるリ

ベース

料

１床 ３３，６７０円 軟質裏

装材に

よるリ

ベース

料

１床 ３０，６１０円

軟質裏

装 材

（レジ

ン床）

料

全部床 １顎 ２００，４４０円 軟質裏

装 材

（レジ

ン床）

料

全部床 １顎 １８２，２２０円

９歯～１４歯欠損床 １床 １６０，８００円 ９歯～１４歯欠損床 １床 １４６，１９０円

１歯～８歯欠損床 １床 １２６，２１０円 １歯～８歯欠損床 １床 １１４，７４０円

鋳造バ

ー料

白金加金 １個 ３１，３９０円 鋳造バ

ー料

白金加金 １個 ２８，５４０円

金合金 １個 ２９，６７０円 金合金 １個 ２６，９８０円
こう

鉤料
こう

鋳造鉤 白金加金 １個 ２５，７６０円
こう

鉤料
こう

鋳造鉤 白金加金 １個 ２３，４２０円

金合金 １個 ２５，２５０円 金合金 １個 ２２，９６０円

特殊合金 １個 ２３，０３０円 特殊合金 １個 ２０，９４０円
こう

屈曲鉤 白金加金 １個 １９，５４０円
こう

屈曲鉤 白金加金 １個 １７，７７０円

フック

・スパ

ー、ス

ティー

・レス

ト料

鋳造フック・ス

パ ー、ス テ ィ

ー・レスト

白金加金 １個 １６，９１０円 フック

・スパ

ー、ス

ティー

・レス

ト料

鋳造フック・ス

パ ー、ス テ ィ

ー・レスト

白金加金 １個 １５，３８０円

金合金 １個 １６，４８０円 金合金 １個 １４，９９０円

特殊合金 １個 １４，６１０円 特殊合金 １個 １３，２９０円

屈曲フック・ス

パ ー、ス テ ィ

ー・レスト

白金加金 １個 １１，７２０円 屈曲フック・ス

パ ー、ス テ ィ

ー・レスト

白金加金 １個 １０，６６０円

臼歯金

属歯料

白金加金 １歯 ２０，８８０円 臼歯金

属歯料

白金加金 １歯 １８，９９０円

金合金 １歯 ２０，４６０円 金合金 １歯 １８，６００円

金パラ銀合金 １歯 １９，１５０円 金パラ銀合金 １歯 １７，４１０円

テレス

コープ

クラウ

ン料

白金加金 １歯 ９５，２７０円 テレス

コープ

クラウ

ン料

白金加金 １歯 ８６，６１０円

金パラ銀合金 １歯 ８９，４７０円 金パラ銀合金 １歯 ８１，３４０円

ミーリ

ング装

置料

支台歯 １歯 ９１，６６０円 ミーリ

ング装

置料

支台歯 １歯 ８３，３３０円

支台歯バー・ダミー １歯 ８７，１９０円 支台歯バー・ダミー １歯 ７９，２７０円

特殊義

歯修理

料

１床 ２１，２４０円 特殊義

歯修理

料

１床 １９，３１０円

マウス

ガード

料

１個 ５，２３０円 マウス

ガード

料

１個 ４，７６０円

オール

セラミ

ック冠

料

ジルコニア １歯 １０４，７６０円 オール

セラミ

ック冠

料

ジルコニア １歯 ９５，２４０円

ｅ－ｍａｘ １歯 ８３，８００円 ｅ－ｍａｘ １歯 ７６，１９０円

歯科

口腔

外科

に係

る料

金

矯正用

アンカ

ーイン

プラン

ト埋込

術料

１本 ２７，５００円 歯科

口腔

外科

に係

る料

金

矯正用

アンカ

ーイン

プラン

ト埋込

術料

１本 ２５，０００円
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年７月３０日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

ＨＣＵ生体情報モニタリングシステムの購入

� 購入物品名及び数量

ＨＣＵ生体情報モニタリングシステム １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

附 則

１ この管理規程は、令和３年８月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立病院料金規程別表第３の規定は、この管理規程の施行の日以後の病床の使用に係る室料差額について適用し、同日前

の病床の使用に係る室料差額については、なお従前の例による。

矯正用

アンカ

ーイン

プラン

ト除去

術料

１本 ５，０９０円 矯正用

アンカ

ーイン

プラン

ト除去

術料

１本 ４，６３０円

別表第３（第２条関係）

注 別表第１注１の規定は、この表の規定を適用する場合につ

いて準用する。

別表第３（第２条関係）

名 称 病院名 区 分

１日１病床の金額

名 称 病院名 区 分 １日１病床の金額

助産に係る

資産の譲渡

等に該当す

るものに係

るもの

左記以外の

もの

室料差

額

愛媛県立

中央病院

特 別 室 ２３，１５０円 ２５，４６０円

室料差

額

愛媛県立

中央病院

特 別 室 ２３，１５０円

個 室 ９，２６０円 １０，１８０円 個 室 ９，２６０円

愛媛県立

今治病院

特 別 室 � １２，２８０円 １３，５００円

愛媛県立

今治病院

特 別 室 � １２，２８０円

特 別 室 � ８，２８０円 ９，１００円 特 別 室 � ８，２８０円

個 室 � ７，２８０円 ８，０００円 個 室 � ７，２８０円

個室（Ｂ１） ６，２８０円 ６，９００円 個室（Ｂ１） ６，２８０円

個室（Ｂ２） ３，７８０円 ４，１５０円 個室（Ｂ２） ３，７８０円

２ 人 室 � ２，２８０円 ２，５００円 ２ 人 室 � ２，２８０円

２ 人 室 � １，７８０円 １，９５０円 ２ 人 室 � １，７８０円

愛媛県立

南宇和病

院

特 別 室 ７，７８０円 ８，５５０円

愛媛県立

南宇和病

院

特 別 室 ７，７８０円

個 室 � ５，２８０円 ５，８００円 個 室 � ５，２８０円

個 室 � ３，７８０円 ４，１５０円 個 室 � ３，７８０円

２ 人 室 １，７８０円 １，９５０円 ２ 人 室 １，７８０円

愛媛県立

新居浜病

院

個 室 � ７，０００円 ７，７００円

愛媛県立

新居浜病

院

特 別 室 ７，７８０円

個 室 � ６，５００円 ７，１５０円 個室（Ａ１） ５，２８０円

個室（Ａ２） ４，７８０円

個室（Ｂ１） ３，２８０円

個室（Ｂ２） ２，２８０円

注 別表第１注１の規定は、この表の規定を適用する場合につ

いて準用する。
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令和４年３月１４日（月）

� 納入場所

愛媛県今治市石井町四丁目５の５

愛媛県立今治病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和３年９月１０日（金）午前９時から同月１４日（火）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（https://www.pref.ehime.jp/）でダウン

ロード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年９月１４日（火）午後１時３０分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和３年８月３０日（月）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：HCU

biological information monitoring system，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，１４ September２０２１

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau， Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和３年７月３０日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

１ 入札に付する事項

� 件名

人工心肺装置の購入

� 購入物品名及び数量

人工心肺装置 １式

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。
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� 納入期限

令和３年１２月１３日（月）

� 納入場所

愛媛県松山市春日町８３番地

愛媛県立中央病院

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、購入予定物品の総額とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２年度から令和４年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 公告で示す物品を納入期限内に確実に納入できることを証明

した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

� 入札書の受領期限

令和３年９月１０日（金）午前９時から同月１４日（火）午後１

時２９分まで

� 入札説明書の交付方法

愛媛県ホームページ（https://www.pref.ehime.jp/）でダウンロ

ード又は�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和３年９月１４日（火）午後１時３３分

愛媛県庁第二別館２階 公営企業管理局大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき令和３年８月３０日（月）午後５時００分までに提出しなけれ

ばならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に

限る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Heart―lung machine，１ set

� Time limit of tender：１：２９ p．m．，１４ September２０２１

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Management Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�正 誤

令和３年７月１６日付け第２２４号愛媛県告示第９３３号（指定自立支援

医療機関の指定）中

ページ 箇 所 誤 正

９７８ 表
名称欄中 宮原病院 宮原医院

令和３年７月３０日 発行


